
⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 明⽰されている 29 19 +1 65.5%
2 明⽰されていない 29 10 -1 34.5%

愛媛製紙株式会社

「環境⽅針」

地球環境問題に対する世界的な関⼼の⾼まりの中で、原料である⽊材資源の効率的な利⽤及びリサイ
クル等を通じて循環型社会システムの形成に貢献するとともに、⽣物多様性の保全および地球環境に配
慮した事業活動を推進します。

第3回「⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針」
フォローアップ調査 集計結果

１．企業体制

・会員企業は、「⽣物多様性の企業⾏動指針」を策定するなど、企業の経営⽅針の中に⽣物多様性の保全
の概念を取り⼊れ、その実現に取り組むことを明⽰するよう努める。

問１-１.　貴社の経営⽅針に「⽣物多様性の保全」の概念は明⽰されていますか？

問１-２. 問１-１で、「ア. 明⽰されている」と回答された場合は、経営⽅針の該当箇所をお
⽰しください。

王⼦ホールディングス株式会社

王⼦グループ・パートナーシップ調達⽅針
（3）環境への配慮
1. 環境管理体制の強化
2. 廃棄物の低減と資源の有効活⽤
3. 地球温暖化対策の推進
4. ⽣物多様性の保全
5. 環境負荷の削減
6. 化学物質の管理

http://www.ojiholdings.co.jp/sustainability/basic_policy/partnership.html
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⽴⼭製紙株式会社

環境⽅針に明⽰している。

「⽣物多様性の配慮を含む環境保全のために、環境マネジメントシステムの継続的改善と汚染の予防に
努める」

⼤王製紙株式会社

経営理念のなかで、地球環境と調和したグローバルな事業展開を通じて環境問題に積極的に取り組み、
持続可能な社会の実現を⽬指すと明記している。
DAIO地球環境憲章のなかで、地球環境保全に貢献すると明記している。
コーポレートレポートのなかで、⽣物多様性保全に配慮するとともに、⽊材原料の調達を通じ、森林資源
を有効かつ効率よく利⽤し、環境と調和した持続可能な森林経営の推進に取り組んでいる、と明記して
いる。

北上製紙株式会社

環境⾏動計画2020

6.⽣物多様性への取組
・基本⽅針に則り、⽣物多様性に対する取り組みを推進する。

中越パルプ⼯業株式会社

グループ企業⾏動憲章

５．私たちは「環境にやさしい企業活動」を基本に地球的規模での環境保護と持続発展が可能な豊か
な社会の実現を⽬指します。

また、原材料調達指針の中で、⽣物多様性の保全を推進している森林認証システムを積極的に活⽤及
び推進すると明記している。

特種東海製紙株式会社

特種東海製紙グループ企業理念
○企業⾏動規範
５．環境との調和
製紙の「循環型産業」としての使命を深く受け⽌め、広⼤な社有林を中⼼とした森林の保護・育成・再⽣
紙・⾮⽊材紙事業の拡⼤を始め、環境に配慮した研究開発・⽣産体制を確⽴するなど、すべての企業
活動において、⾃然との調和・共存に配慮し、環境への負荷低減をはかる。

また、⽣物多様性の保全を推進するFSC森林認証制度における「⽣物多様性の保全等の持続可能性
の確保に関する取り組み（5項⽬）」を⽊材調達に関する基本理念の中で掲げている。

新 規
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・⽇本製紙グループ環境憲章理念
「私たちは、⽣物多様性に配慮した企業活動を基本とし、⻑期的な視野に⽴って、地球規模での環境
保全に取り組み、循環型社会の形成に貢献します。」

・新たに「⽣物多様性保全に関する基本⽅針」を制定（2016年4⽉）

⽇本製紙パピリア株式会社

⽇本製紙パピリア　環境憲章　基本理念
　⽇本製紙パピリアは、⻑年培った⾼度な薄葉紙の抄紙技術を基礎に、社会に役⽴つ製品を提供しつ
つ、種々の社会的使命を果たして⾏く。
　現在、重要な課題となっている地球環境問題にたいして⽇本製紙パピリアは、「環境にやさしく、地域社
会に信頼される企業づくり」を理念に、環境の保全はもとより、環境を改善する事を使命として、持続的な
活動を推進する。
　(⽇本製紙グループ環境憲章　理念：私たちは、⽣物多様性に配慮した企業活動を基本とし、⻑期
的な視野に⽴って、地球規模での環境保全に取り組み、循環型社会の形成に貢献します。)

兵庫パルプ⼯業株式会社

⽊材原料調達の基本⽅針に明⽰。

5. ⽣物多様性に配慮いたします
これまでに取り組んできた地球温暖化防⽌、循環型社会形成に向けた環境活動に加え、
⽣物多様性の保全と⽊材資源の持続可能な利⽤を実践します。

http://www.hyogopulp.co.jp/ihou/02basic.html

北越紀州製紙株式会社

⽇本製紙株式会社

「環境憲章の基本理念」
持続的発展が可能な社会の実現と、名実とちに優良企業たるを期するために、環境にやさしい企業活動
を追求し、もって豊かな地球環境保全への社会貢献を⾏う。

環境憲章の理念に基づいて制定した「原材料調達の基本⽅針」
１．環境優先
・⽣物多様性の保全並びに労働者の健康や安全等の確保に配慮された⽊材原料を調達します。
※ ⽣物多様性の保全とは多くの⽣物が⽣息できる健全な環境を保全することであり、⼟壌や⽔資源保
全にもつながる。

新 規
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丸三製紙株式会社

ISO14001　環境⽅針より抜粋

「丸三製紙株式会社（丸三物流株式会社を含む）は、“循環型産業”の担い⼿として地球環境にやさ
しい経営を⼤切にし、資材調達から⽣産・販売・物流・サービスに⾄るまで⽣物多様性への配慮を含め、
環境保全活動を継続的に⾏うとともに、汚染を予防するために、次の環境⽅針を定める。」

また、⽊材パルプの調達⽅針に基づいて作成した合法証明システムの中で、⽣物多様性の保全を推進し
ている森林認証システムの活⽤を明記している。

丸住製紙株式会社

経営理念
｢地球環境保全に努める企業｣

⽊材原料の調達⽅針
・持続可能な森林管理が⾏われている森林から⽣産された⽊材の原料調達を推進します。
（注）持続可能な森林管理とは、⽣物多様性の保全等の環境優位性、労働者の健康や安全への配
慮等の社会的優位性を確保した健全な森林管理を意味します。

三菱製紙株式会社

環境憲章

2.⽣物多様性保全に配慮した森林資源の保護・育成
https://www.mpm.co.jp/env/charter.html

リンテック株式会社
リンテックグループ「品質・環境・事業統括⽅針」の「環境⽅針」に「⽣物多様性の保全に努める」と明記し
ている。
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

問１-３.貴社は⽣物多様性の保全を担当する責任者を指名していますか？
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 指名している 29 12 -1 41.4%
2 指名していない 29 17 +1 58.6%

株式会社エコペーパーＪＰ

執⾏役員　⼯場⻑
勝野　容⾏

愛媛製紙株式会社
取締役　製造部⻑

⼤⻄　照泰

・会員企業は、その執⾏体制において、企業活動における⽣物多様性の保全を担当する責任者を明確にす
るよう努める。

問１-４.　問１-３で、「ア.　指名している」と回答された場合は、責任者の具体的な職名および⽒名をお
⽰しください。

⽴⼭製紙株式会社
常務取締役　本社⼯場⻑　安全環境管理室室⻑

杉⽊　智⼀
⽇本製紙株式会社

技術本部⻑
上⽥　彰司

⼤王製紙株式会社

CSR部　部⻑代理
中尾　直⼈

⽇本製紙パピリア株式会社
専務取締役　技術・開発本部⻑、環境・安全担当

⽊村　敦俊
北越紀州製紙株式会社

環境統括部　部⻑
中俣　恵⼀

丸三製紙株式会社
取締役　管理本部⻑

稲荷⽥　和敏（ISO14001環境管理責任者）

変 更

変 更
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三菱製紙株式会社

代表取締役　専務執⾏役員
森岡　寛司

リンテック株式会社
環境安全部　部⻑

太⼑川　貢平
レンゴー株式会社

取締役常務執⾏役員
海⽼原　洋

変 更

変 更
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

問１-５.　上記の事項に関する貴社の取り組みを具体的にお⽰しください。

問１-５-１-１.　CO2排出量の削減
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 29 +1 100.0%
2 未実施 29 0 -1 0.0%

王⼦ホールディングス株式会社

重油ボイラーから新エネボイラーへ（廃棄物燃料、バイオマス燃料を使⽤）
燃料転換（重油⇒天然ガス）
バイオマス燃料の利⽤拡⼤
省エネルギーの徹底
設備更新時の⾼効率機器への変更

⼤津板紙株式会社

・会員企業は、⽇本製紙連合会の「環境⾏動計画」の五つの環境⽅針に基づいて、その企業活動の中で
CO2排出量の削減、古紙利⽤率の向上によるリサイクルの推進、産業廃棄物の最終処分量の削減、化学
物質のリスク管理など地球環境問題に積極的に取り組むことにより、⽣物多様性に対する影響の低減に努め
る。同時に企業活動が⾏われている地域社会及びその周辺の⽣態系への影響に配慮し、⽣物多様性の保
全に資する活動に積極的に関わるよう努める。

エネルギー原単位対前年度⽐1％削減⽬標を達成するため⽇々省エネに取り組んでいます。
物流センターの屋根に設置している太陽光発電で、平成28年度年間298,485ｋWhを発電し、CO2
を152ｔ削減しました。

株式会社岡⼭製紙

従来、重油を⾃家発電の燃料として使⽤していましたが、2005年燃料を重油から環境に優しい天然ガ
スに変更しました。
また、ガスタービン発電機・排気再燃ボイラーを新たに設置し、発電・蒸気利⽤効率の向上を図り、省エネ
ルギー化を実現した。

株式会社エコペーパーＪＰ
ISO14001の取組に於いて、2019年度までの削減⽬標を設定。
　・重油使⽤量の削減
　・電⼒使⽤量の削減

愛媛製紙株式会社

設備更新時の⾼効率設備の導⼊。
・インバーター化
・照明のLED化
・モーダルシフトの推進

問１-５-１-２.　CO2排出量の削減の具体例
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⼭陽板紙⼯業株式会社
・重油、電⼒使⽤量原単位の低減。
・照明のLED化。
・⽣産ロスの低減。

⼤王製紙株式会社

CO2排出原単位を0.96㌧/製品㌧にする（2017年度⽬標）
2016年度実績　0.89㌧/製品㌧（2010年度実績1.19㌧/製品㌧より25％削減）
1） CO2排出量の少ないバイオマス燃料への転換
2） ⾃然エネルギーの利⽤促進
3） 植林によるCO2固定化
4） 製品輸送におけるモーダルシフトの取組み

⽴⼭製紙株式会社

・⽊質チップバイオマスボイラーを導⼊（平成26年8⽉より稼働）し、C重油の使⽤量を⼤幅に削減し
た。（約55％削減）
・太陽光発電システムを平成27年7⽉30⽇より稼働させている。昨年度（Ｈ28.4⽉〜Ｈ29.3⽉）の
発電量は、332,544ｋWｈで、CO2に換算すると約200ｔの削減に相当。
・平成29年度省エネ対策（使⽤電⼒削減）計画では、CO2削減270ｔ/年を⾒込んでいる。

加賀製紙株式会社

①　重油ボイラーからRPFボイラーに切替(2009年)
②　省エネルギーの推進
③　運搬⾞をLPG⾞に切替中
④　製品輸送に貨物の積極的利⽤
⑤　社内の空調温度の適正化及び照明等のこまめな消灯の取組

北上製紙株式会社
平成32年度までにCO2排出量（CO2トン/製品トン）を平成25年度実績⽐10％に削減する⽬標
で、抄紙マシンの効率アップによる節電（＝CO2排出量減）などを⾏っている。また、平成28年2⽉分よ
り重油ボイラーから⽯油ガスボイラーへの転換を⾏い、CO2排出量が削減された。

興亜⼯業株式会社
・CO2負荷の⾼い重油から、⼀部を購⼊電⼒に置き換え
・エネルギー対策委員会等の社内委員会での検討および実⾏

⼤和板紙株式会社

電気・ガスの省エネ化、節約に取り組んでいる。
＜電気＞　⼯場内の蛍光灯をLEDに切替
＜ガス＞　ボイラーの設備を省エネの設備に変更

新 規
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⽇本製紙株式会社

・計画的な汎⽤省エネ投資
・⾃社林の適切な管理によるCO2の吸収、固定
・積載効率の向上、輸送距離の短縮　等による、物流⼯程におけるCO2排出量削減
・⽊質バイオマス、廃棄物燃料の使⽤推進による化⽯燃料使⽤量の削減

⽇本製紙パピリア株式会社
・省エネ取組(全社省エネ会議、省エネ投資の予算化)
・エネルギー原単位改善取組(効率の良い操業)

兵庫パルプ⼯業株式会社
ISO14001の⼀環としての取組み。

中越パルプ⼯業株式会社
省エネ機器への転換や運転⽅法の⾒直しなどを計画的に実⾏し、2015年度の化⽯エネルギー起源
CO2排出量を2005年度⽐で288千トン削減、率にして43％の削減となっている。

特種東海製紙株式会社
バイオマス発電などを積極的に取り⼊れ、オイルフリー化に努めている。

株式会社巴川製紙所
CO2排出は、主に⼩型貫流ボイラー燃料LNG燃焼による直接的なものと購⼊電⼒使⽤による間接的
なものからなる。貫流ボイラーの効率的な利⽤と⽼朽設備更新による省電⼒に取り組むことでCO２排出
量削減を図っている。

丸住製紙株式会社
・ISO14001で⽬標値設定。
・省エネルギーの推進、電⼒、蒸気原単位の削減。
・新規設備導⼊にあたり、⾼効率機器導⼊の推進。

福⼭製紙株式会社
環境マネジメントシステムに⽬標として掲げている
・エネルギー原単位の削減
・貨物輸送効率の向上

北越紀州製紙株式会社
CO2排出量の削減のクリーンエネルギー化として、ガスタービン発電設備、バイオマス発電設備、太陽光
発電設備の導⼊により、環境へのあらゆる影響を最⼩限にとどめる「ミニマム･インパクト」を実践していま
す。

丸三製紙株式会社

・通勤時のノーカーデー運動
・ハイブリッド社有⾞への切替、エコドライブ講習の実施
・省エネ型機器・設備への計画的更新（LED照明等）
・販売と調達のトラック往復輸送率を向上
・⽣産性の向上　他
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レンゴー株式会社

グループ環境憲章では地球温暖化対策の推進を掲げ、CO2排出量を2050年までに1990年度実績の
半減（50%減）を⽬指すとともに、2020年度を中期⽬標の達成年度とした「エコチャレンジ020」で
は、1990年度実績の32%削減を⽬標としている。2016年度は1990年度実績の約27.3%削減で
2016年度⽬標値29%削減を達成できなかった。
具体的な取り組みとしては、燃料転換、再⽣エネルギーの利⽤推進、省エネ設備の導⼊、電⼒の可視
化による意識向上などが挙げられ、最近では⼋潮⼯場に⽊質チップバイオマスボイラーや尼崎⼯場にガス
タービン発電設備を導⼊して⼤幅な削減を図った。
なお、⼋潮⼯場は2016年3⽉、埼⽟県地球温暖化対策推進条例に基づく⽬標設定型排出量取引
制度で規定される優良⼤規模事業所「トップレベル事業所」に県内で初めて認定された。

三菱製紙株式会社

・回収ボイラー及びリサイクルボイラーの⾼負荷連続操業による化⽯燃料使⽤量の削減
・省エネ投資の継続的実施
・環境家計簿への積極参加（従業員）
・製品物流での鉄道輸送の利⽤（エコレールマークの取得）
・オフィスビルにおける節電

リンテック株式会社
各種省エネ活動
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問１-５-２-１.　古紙利⽤率の向上
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 25 +1 86.2%
2 未実施 29 4 -1 13.8%

株式会社エコペーパーＪＰ
原材料は、古紙100％であり、機密⽂書の溶解や、今まで古紙として流通していなかったものを利⽤し、
資源の更なる有効活⽤を推進しています。

問１-５-２-２.　古紙利⽤率の向上の具体例

株式会社岡⼭製紙
古紙100％を原料とし、資源リサイクルの向上に努めている。

加賀製紙株式会社
もともと原材料の97%以上の古紙を使⽤するリサイクル産業である。

北上製紙株式会社
古紙利⽤技術の向上に努め、昨年28年の古紙利⽤率は99.99％とほぼ100％を達成している。今後
は、低グレード古紙の利⽤技術の検討等を⾏い、⾼い古紙利⽤率を維持すると共に、古紙利⽤率
100％を⽬指した取り組みを⾏う。

愛媛製紙株式会社
板紙は⼤部分の原料を古紙でまかなっています。

王⼦ホールディングス株式会社
難処理古紙利⽤技術の開発
効率的な古紙回収
古紙分別に関する啓蒙の推進

⼤津板紙株式会社
⼤部分の原料を古紙でまかなっています。

興亜⼯業株式会社
・⾼濃度叩解設備稼働による、バージンパルプ使⽤量削減
・機密書類処理設備の稼働率アップ

⼭陽板紙⼯業株式会社
・古紙利⽤率97％。
・⾃社グループ古紙収集により資源リサイクルに努めている。

⼤王製紙株式会社

難リサイクル古紙利⽤量を140千㌧/年にする（2017年度⽬標）
2016年度実績　134.3千㌧/年（2010年度実績111.9千㌧/年より20％向上）
⽯膏ボード剥離紙、両⾯ラミネート紙（防湿紙）、紙管（⼝⾦も可）、ビニール重袋、特殊包装紙、
⼿提げの利⽤拡⼤

⼤和板紙株式会社

使⽤している原料のうち約95％は古紙を使⽤している。
新 規
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⽴⼭製紙株式会社
製紙原料は、古紙100％で維持している。

中越パルプ⼯業株式会社
古紙利⽤率64％を⽬標に掲げ、古紙の適正配合、分別の強化等を実践している。

特種東海製紙株式会社
⼀部製品について古紙使⽤⽐率の向上の取り組みを実施。

丸三製紙株式会社
・原料調整プラントの最適化
・製紙プラントの最適化

レンゴー株式会社

グループ環境憲章では資源の有効利⽤の推進の中で古紙資源の有効利⽤を掲げ、2020年度を中期
⽬標の達成年度とした「エコチャレンジ020」では、古紙利⽤率97%以上を⽬標としている。なお、2016
年度は98.3%であった。
具体的な取り組みとしては、古紙配合率を⾼めるための研究や技術開発、機密古紙や難離解性古紙
の利⽤拡⼤などが挙げられる。

⽇本製紙株式会社
未利⽤古紙（雑がみなど）の利⽤促進

福⼭製紙株式会社
古紙利⽤率100％を維持する

北越紀州製紙株式会社
新規古紙ソースに対応する古紙処理設備の新設等で、古紙利⽤の推進を図っています。

丸住製紙株式会社
・ISO14001の環境⽬的に省資源の推進をあげ、古紙利⽤率の向上に努めている。
・管理においては、古紙配合率管理体制を構築済み。

三菱製紙株式会社
⼋⼾⼯場 古紙パルププラントを活⽤し、古紙配合「再⽣紙銘柄」製品の⽣産を継続
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問１-５-３-１.　産業廃棄物の最終処分量の削減
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 28 +1 96.6%
2 未実施 29 1 -1 3.4%

株式会社エコペーパーＪＰ
ペーパースラッジや、古紙に混⼊しているフィルム等の異物は、焼却ボイラーの燃料として利⽤し、排出物の
灰などもセメント向けや路盤材⽤途で再利⽤している。

問１-５-３-２.　産業廃棄物の最終処分量の削減の具体例

加賀製紙株式会社
古紙は異物が多く産業廃棄物は中々減らないが、繊維回収を積極的に進めている。
産廃の有効利⽤を検討しているが、環境アセスの問題で焼却炉が持てないとか、ステッチャーが混⼊する
ため⾼カロリーのビニールくず等の燃料原料化が進まない。

北上製紙株式会社

古紙に含まれていたビニールテープ類は以前は最終処分していたが、これを⾃社でRPF化し燃料とすること
でゼロとすることができた。
最終処分となる産廃は、処理業者で埋⽴している薬品使⽤後のポリ容器と⼯場・建物の⼟建⼯事で出
るがれき類であり、その他の産廃は全て処理業者等により適正に処分されている。

興亜⼯業株式会社
⽣産⼯程での廃棄ロスの削減

愛媛製紙株式会社
原料回収率の向上による廃棄物発⽣量の低減。

王⼦ホールディングス株式会社
廃棄物発⽣減対策の徹底（原料回収強化）
有効利⽤技術の開発

⼤津板紙株式会社
以前産業廃棄物として排出していたものをバイオマス燃料として販売しています。
当社の産業廃棄物を破砕・分別し燃料に使⽤しています。

⼭陽板紙⼯業株式会社
・脱⽔汚泥の含有率を下げる。
・廃棄物の分別を実施。

⼤王製紙株式会社

廃棄物最終処分量を5千㌧/年にする(2017年度⽬標)
2016年度実績　2千㌧/年（2010年度実績24千㌧/年より90%削減）
1） 再⽣砕⽯やｾﾒﾝﾄ原料への再⽣利⽤を推進し最終処分量（埋⽴）の削減に取り組む
2） 再⽣填料製造設備/技術の確⽴による排⽔汚泥の焼却灰削減

⼤和板紙株式会社

製紙スラッジ・フィルム・アルミシートは最終RPFに処理されている。
新 規
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中越パルプ⼯業株式会社
2015年度は産業廃棄物の最終処分量を対前年度で3千トン削減し、有効利⽤率も97％となった。

特種東海製紙株式会社
廃棄物ボイラの有効活⽤による減容化、焼却灰の有効活⽤の推進。

株式会社巴川製紙所
分別収集の実施により、有価物（資源）として売却した廃棄物の⽐率が増加している。

⽴⼭製紙株式会社
⾃社焼却設備にて、パルパー粕や濃縮汚泥を焼却して、減量化している。

福⼭製紙株式会社
環境マネジメントシステムに⽬標として掲げている
・リサイクル処分を優先し、埋⽴処分を削減

北越紀州製紙株式会社
再⽣路盤材等の有効利⽤を推進し、最終処分量の削減を進めています。

丸三製紙株式会社
・発⽣抑制、再利⽤、再⽣利⽤、熱回収を、ISO14001にて⽬標設定
・処理を外部委託する場合には、リサイクル処理業者を選定

⽇本製紙株式会社
・廃棄物の分別の徹底
・燃焼灰の有効利⽤（セメント材料、⼟⽊⽤資材など）の推進

⽇本製紙パピリア株式会社
廃棄物の再使⽤利⽤率98%以上を⽬標とし、ペーパースラッジの有効利⽤(外部業者への売却)等を
実施

兵庫パルプ⼯業株式会社
ISO14001の⼀環としての取組み。

丸住製紙株式会社
・ばいじんは、従来セメント会社への委託処理に加え、国内の混合造粒固化処理事業会社へ良質改良
⼟の原料として供給する事により、最終処分場への投棄量削減を実施。
・燃え殻は、従来と同様にセメント会社等へ委託処分を実施中。
・製紙スラッジ焼却灰の有効利⽤につき、愛媛⼤学と共同研究を継続。

三菱製紙株式会社
産業廃棄物の再資源化（セメント原料、再⽣資源⼟⽊資材原料）

リンテック株式会社
梱包材の削減（通い箱の利⽤）、分別回収（３R）。

レンゴー株式会社

グループ環境憲章では廃棄物の発⽣抑制と有効利⽤の推進を掲げ、2020年度を中期⽬標の達成年
度とした「エコチャレンジ020」では、最終処分量を4,000㌧以下を⽬標としている。
具体的な取り組みとしては、廃棄物⾃体の発⽣を削減すると共に廃棄物の再資源化率もエコチャレンジ
020の中で数値⽬標（98%以上）を掲げており、処理を外部委託する際にはリサイクル処理ができる
業者を優先する、製紙⼯場で発⽣する汚泥などはバイオマス燃料としてサーマルリサイクルをする、また、焼
却炉を有さない段ボール⼯場の廃棄物を近隣の製紙⼯場で処理するなどが挙げられる。
なお、2016年度は最終処分量は3,417㌧、再資源化率は98.2%であった。
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問１-５-４-１.　化学物質のリスク管理
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 28 +1 96.6%
2 未実施 29 1 -1 3.4%

愛媛製紙株式会社
ISO14001の⼀環で管理。

王⼦ホールディングス株式会社

法規制、業界⾃主基準を反映した社内ルールの策定と運⽤の徹底
内部監査の実施
化学物質の法規制変更に伴う社内管理体制の継続的な更新
法規制、業界⾃主基準を反映した調査票の運⽤ならびに更新

⼤津板紙株式会社
PRTR法に該当する薬品を該当しない薬品に代えました。
また、今後PRTR法に該当する薬品は使⽤しません。

株式会社エコペーパーＪＰ
ISO14001にて、それぞれ環境影響評価を実施。

問１-５-４-２.　化学物質のリスク管理の具体例

⼭陽板紙⼯業株式会社
化学物質のリスクアセスメントを実施し社員に周知徹底。

⼤王製紙株式会社

PRTR物質を含む化学薬品の使⽤を適切に管理し、製品の安全性に最⼤限配慮

1） ⼈や環境への影響について社内評価し採⽤を決定する
2） 既に採⽤されている薬品についても、含有成分証明を提出し、薬品の安全性を確認する

加賀製紙株式会社
⼈体に有害な化学物質は可能な限り使⽤しない⽅針である。
製造上必要な化学物質に関しては、各担当職場ごと責任者及び管理・使⽤上の注意を看板で明⽰し
ている。

北上製紙株式会社
⼤気汚濁防⽌法や⽔質汚濁防⽌法など各種環境法令順守や当社製品のMSDSやMSDS-Plusの作
成による情報公開等の実施を進めて、化学物質のリスク管理を徹底している。また、原材料等で使⽤さ
れる化学物質のリスクアセスメントを実施し、リスクの低減に努めている。

興亜⼯業株式会社
化学物質管理者を選任し、特定化学物質を含有している薬品の使⽤を中⽌するなどの検討。

⼤和板紙株式会社

使⽤している薬品・染料はメーカーにMSDS plusの提出をお願いしている。
新 規
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⽴⼭製紙株式会社
化学物質のリスクアセスメントを実施し、⼈体への有害性を周知するとともに、流出した場合の環境影響
についても周知している。

⽇本製紙株式会社
・PRTR制度対象化学物質の使⽤量の削減
・⽇本製紙グループ化学物質管理ガイドラインおよびGHS表⽰ガイドラインに則った管理体制の強化

⽇本製紙パピリア株式会社
・化学物質の使⽤の適正化と削減取組(PRTR物質の置換・削減)
・化学物質のリスクアセスメント

兵庫パルプ⼯業株式会社
ISO14001の⼀環としての取組み。

中越パルプ⼯業株式会社
使⽤薬品の安全性をMSDSにより確認し、⾮PRTR品への切り替えを⾏っている。

特種東海製紙株式会社
法令に基づく化学物質管理と使⽤量削減の取り組み。

株式会社巴川製紙所
国内、海外の環境関連法の改正に伴い、製品及び⼯程中に使⽤する原材料等への含有状況を管理
し、取引先企業との情報伝達に取り組んでおります。

福⼭製紙株式会社
環境マネジメントシステムの法規制調査で実施
・PRTR法、毒劇法に基づく使⽤薬品の管理

北越紀州製紙株式会社
社内規程に基づいて化学物質のリスク管理を⾏っています。

丸三製紙株式会社
・SDSに基づく管理、PRTRでの把握
・リスクアセスメントの実施
・環境負荷が⼩さい化学物質への置換

丸住製紙株式会社
・出来る限り環境負荷が⼩さい薬品に代替を進めている。
・安全上、化学物質のリスクアセスメントを実施し管理。
・環境負荷物質含有調査を実施し管理。

三菱製紙株式会社
製品安全対策委員会を通じて各場所･各⼯場部局間における情報の共有化を図ることにより、関連法
規の遵守を徹底

リンテック株式会社
各種規制に関わる化学物質管理、及びその情報収集。
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レンゴー株式会社

グループ環境憲章では環境に配慮した資材の調達と⽣産活動の推進を掲げ、2020年度を中期⽬標の
達成年度とした「エコチャレンジ020」では、VOC排出量とPRTR対象物質排出量・移動量の削減を⽬
標としている。なお、2016年度の⽬標はVOCは2000年度⽐45%削減、PRTR対象物質は2002年
度⽐１2%削減であり、実績は各々51.9%削減、14.0%削減であった。
具体的な取り組みとしては、VOCを含まないインキなどへの転換、VOCの燃焼、PRTR対象物質から⾮
対象物質への転換（含む研究・開発）などが挙げられる。

－17－



問１-５-５-１.　⽣物多様性の保全に資する地域活動
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 22 -1 75.9%
2 未実施 29 7 +1 24.1%

株式会社エコペーパーＪＰ
・地域環境活性協議会主催の⽮⽥川クリーン⼤作戦への継続参加。
・環境デーなごやへの協賛

愛媛製紙株式会社
・⼯場排⽔を放流している河川の清掃（年1回）
・⼯場周囲道路の清掃（年2回）
・地⽅⾃治体が主催する地域清掃活動（年1回）

王⼦ホールディングス株式会社
北海道地区におけるイトウ保全協議会の設⽴と運営⽀援
北海道アポイ岳における⾼⼭植物再⽣活動の⽀援
⾼知県におけるヤイロチョウ保護協定締結及び保護活動の⽀援　等

岐⾩県上芦川⼭林のスズラン群⽣地の笛吹市への無償貸与

問１-５-５-２.　⽣物多様性の保全に資する地域活動の具体例

⼤王製紙株式会社

植林事業を展開する⼦会社フォレスタル・アンチレ社（チリ）では、植林事業地内の天然林や絶滅危惧
種が⽣息する可能性がある地域を保護区に設定し、定期的にモニタリング調査を⾏うことで、その動植物
の⽣態が維持されていることを確認している。

徳島県から譲渡される⿂の稚⿂を防⽕⽔槽で増殖し､数年後には河川放流。
ｶﾜﾊﾞﾀﾓﾛｺ(徳島県：絶滅危惧ⅠA類､環境省：絶滅危惧ⅠB類)

中越パルプ⼯業株式会社
・事業所地域での⽵林整備。
・中パの森で⾃然体験学習を開催。
・保育園での環境教育を実施　など。

北上製紙株式会社
⼯場排⽔を放流している吸川の清掃（⽉1回/10⼈程度）や吸川パトロールを定期的に実施し、吸川
に多種⽣物が共存できる環境を整えられるように活動を⾏っている。

興亜⼯業株式会社
地元⾃治体が主催する植林事業への参加。

⼭陽板紙⼯業株式会社

農業⽤⽔路の清掃。

新 規

新 規

新 規
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特種東海製紙株式会社
・社有林の適切な管理
・⼯場周辺の清掃奉仕活動

福⼭製紙株式会社
地域清掃活動を実施

丸三製紙株式会社
・⼯場周囲の４Ｓ活動（毎⽉）
・地域の花壇植栽
・⾃⽣の外来種駆除（植物：オオキンケイギク）

株式会社巴川製紙所
熊野古道（ユネスコ世界遺産）の景観保全を実施しております。
所有⼭林では、間伐などの⼿⼊れを定期的に⾏うことで林内環境を整えています。

⽇本製紙株式会社
全⼯場で各地域主催の美化・緑化・植樹活動に参加

⽇本製紙パピリア株式会社
全⼯場は1回/年以上、リスクコミュニケーション実施

丸住製紙株式会社
地域イベントでの広告、情報開⽰、清掃、⾒回り等の実施。

三菱製紙株式会社

・社有林における植⽣調査を通じ、適切な森林管理の実践
　（希少植物や、絶滅危惧種への配慮）
・⼩学⽣を対象とした環境教育の実施
　（エコシステムアカデミーによる活動）

リンテック株式会社

・「⽣物多様性の保全」に関する外部講師による社内教育。
・NPO団体への参加。
・⽣態系保存のための清掃活動
・マングローブなどの植林活動への参加（海外）。

レンゴー株式会社

地域社会との共⽣を⽬指す活動の⼀環として、福島県と福井県にある⼯場敷地内にビオトープを造成し
⽣物多様性の保全に努めている。ビオトープ及び周辺地域の⽣物系を把握するため定期的にモニタリング
を⾏い、結果は地域へフィードバックするともに、次の保全活動に活かしている。また、福島県の⼯場のビオ
トープではホタルが⽣息できる環境づくりに地域のボランティアグルーブと共に取り組んでいる。
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問１-５-６-１.　その他
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 4 +3 13.8%
2 未実施 29 25 -3 86.2%

⽇本製紙パピリア株式会社

国連⽣物多様性の10年⽇本委員会が展開するMY⾏動宣⾔を各事業所で実施

問１-５-６-２.　その他の具体例

三菱製紙株式会社

「企業と⽣物多様性イニシアティブ（JBIB）」への参加
レンゴー株式会社

グループ環境憲章では環境負荷の⼩さい製品の研究・開発と供給を掲げ、主⼒商品である段ボール原
紙、段ボールケースの軽量化に取り組んでいる。軽量化は単に原材料使⽤量の削減につながるだけでな
く、輸送時の効率向上や製造時の省エネルギーにもつながり、ひいては環境負荷の低減となる取り組みで
ある。

新 規

新 規
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施している 29 20 ±0 69.0%
2 実施していない 29 9 ±0 31.0%

・会員企業は、⽣物多様性の保全に関わるNGO(Nongovernmental Organization)、⾃然保護団
体、消費者団体、学識経験者、マスコミ等ステークホルダーとの積極的な意⾒交換に努めるとともに、その意⾒
が適切かつ本指針に即した対応が必要と判断される場合には、企業活動にその意⾒が反映されるよう努め
る。

問１-６.　貴社は⽣物多様性の保全に関わるステークホルダーとの意⾒交換を実施していますか？

問１-７.　問１-６で、「ア.  実施している」と回答された場合は、その実施事例及びもし意⾒交換の結果
が貴社の企業活動に反映された事例があれば具体的にお⽰しください。

株式会社エコペーパーＪＰ

北上製紙株式会社
⼯場近隣の住⺠で組織する「吸川をきれいにする会」に企業会員として加⼊、また、年1回「吸川をきれ
いにする会」と会社との間で意⾒交換会を実施。当社の排⽔に関する状況を報告している。

⼤王製紙株式会社

フォレスタル・アンチレ社では、2014年1⽉より、チリ･アウストラル⼤学と共同で、同社⼭林内の天然林に
どのような動植物が⽣息しているかの実態調査を実施、2017年3⽉にその結果がまとまった。特記された
事項はなかったが、多くの⼭林で保護林内に家畜（⽜）が侵⼊し踏み荒らされた部分があったとのこと
で、特に⾼付加価値保護林については柵の設置など各々の場所に適した対応を⾏っていく予定。また、チ
リ森林公社（CONAF）、チリ林業研究所（INFOR）、市役所、地区住⺠組合、林業技師会、植林
会社、売電会社が参画する、天然林、⽔源、⽣物多様性の保護のための活動に参加している。

地域環境活性協議会の会議に於いて、⼯場排⽔を放流している⽮⽥川の現状や将来像の意⾒交換を
実施。

王⼦ホールディングス株式会社

NGO等との意⾒交換により以下を実施
・イトウ保全協議会の設⽴
・アポイ岳の絶滅危惧の⾼⼭植物の再⽣活動⽀援
・⾼知県におけるヤイロチョウ保護活動の⽀援
・インドネシア地区のオランウータン保護活動⽀援

⼤津板紙株式会社
古紙のリサイクルに興味を持たれている⾏政、会社、諸団体の⼯場⾒学を受け⼊れ意⾒交換をしていま
す。

⼭陽板紙⼯業株式会社

漁業組合主催の会議に出席し意⾒交換を⾏っている。
新 規
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⽴⼭製紙株式会社

（公財）⽇本野⿃の会と野⿃保護区協定（北海道根室地⽅の社有林）を締結し、保護区において
共同でモニタリングなどを実施することで、⽇本野⿃の会より野⽣動植物の⽣態や⽣息環境に関する知
⾒を学び、意⾒を取り⼊れながら保護区の管理を⾏っている。

福⼭製紙株式会社
消費者団体等からの⾒学依頼に対応し、古紙リサイクルの重要性を伝えている

北越紀州製紙株式会社
野⿃保護施設のアドバイスに基づき、育林施業⽅法を選択しています。（南アフリカ植林事業）

テレビ番組の取材受⼊や⼤学ゼミ研修⾒学受け⼊れを継続している。
中越パルプ⼯業株式会社

⾥⼭を活⽤している団体との意⾒交換により「⾥⼭物語」という⽣物多様性の宝庫である⾥⼭を守るため
の寄付⾦が付加された紙の販売、および、その寄付⾦による⾥⼭を活⽤している団体への⽀援活動を
⾏っている。

特種東海製紙株式会社
地元⼤学理学部植物学の教授との意⾒交換（随時）

⽇本製紙株式会社

丸三製紙株式会社
・地域住⺠・諸団体の⼯場⾒学を随時受⼊
・地域集会所に出向いての対話集会へ参加
・これらの意⾒は、ISO14001活動に展開している。

丸住製紙株式会社
・⾏政、地域代表者などと委員会を組織し、定期的に公害、環境負荷に対する意⾒交換を実施。その
他ホームページで環境に関する情報を公開。
・古紙配合率の管理などユーザーの要望に応じ、第⼆者監査を受審している。

三菱製紙株式会社

・野⿃の森づくりに関する社有林調査と意⾒交換（⽇本野⿃の会）
・環境教育の実施に関する意⾒交換（⽇本環境協会）

・⽣物多様性に配慮した森づくりに関する意⾒交換（ゼネコン）
・⽣物多様性に配慮した森づくりに関する意⾒交換（林業企業）
・その他、JBIBにおいて先進的企業や㈱レスポンスアビリティ⾜⽴直樹⽒との意⾒交換を定期的に実施

レンゴー株式会社

福島県に所在する⼯場ではビオトープを造成し⽣物多様性の保全に努めているが、ビオトープの周辺には
貴重な原⽣林もあるため、造成前から現在まで環境モニタリングを⾏っている。この結果についてはホタルが
⽣息できる環境づくりに⼀緒に取組んでいる地域のボランティアグループに開⽰し、意⾒交換や要望を聞い
たりしている。

新 規
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施している 29 22 ±0 75.9%
2 実施していない 29 7 ±0 24.1%

愛媛製紙株式会社
ホームページで環境への取り組み等を掲⽰。
（環境⽅針・原料調達⽅針・環境負荷低減・廃棄物低減等）

王⼦ホールディングス株式会社

グループレポートによる、WEB、冊⼦による公開、環境講演会への講師派遣、環境教育の実践、展⽰会

⼤津板紙株式会社

当社のホームページで環境⽅針を公開し下記の項⽬を掲げています。

・⽔と⼤気、エネルギー、原材料、資材を資源としてとらえ、有効利⽤と省資源を推進します。
・廃棄物の発⽣量を削減し、的確に分別を⾏い、かつ有効利⽤を推進します。

・会員企業は、⽣物多様性の保全に関する取り組みをホームページ、CSR・環境報告書等で対外的に情報
公開するとともに、ユーザー、⼀般消費者等に広くその取り組みが理解されるよう積極的な広報に努める。

問１-８.　貴社は⽣物多様性の保全に関する取り組みについて情報公開及び広報を実施していますか？

問１-９.　問１-８で、「ア.  実施している」と回答された場合は、どのような情報公開及び広報を実施され
ているか具体的にお⽰しください。

株式会社エコペーパーＪＰ
ホームページ上で、CSR・環境⽅針の掲⽰。

中越パルプ⼯業株式会社
ホームページ、CSRレポート、イベント出展、など

特種東海製紙株式会社

弊社ホームページ、環境への取り組みの中で、環境憲章（基本理念、基本⽅針）を記載し、⽊材調達
に関する基本理念の中で、⽣物多様性の保全を推進するFSC森林認証制度における「⽣物多様性の
保全等の持続可能性の確保に関する取り組み（5項⽬）」を掲げている。
また、年⼀回合法性証明システムの取り組み状況をホームページに情報公開し、ユーザー、消費者に広
報を⾏っている。

北上製紙株式会社
毎年、環境報告書を作成し、⾃社ホームページに掲載している。

⼤王製紙株式会社
海外植林事業における動植物の⽣態状況の確認をコーポレートレポートとホームページに公開している。

⽴⼭製紙株式会社
当社ホームページ内の中に明⽰している。
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⽇本製紙パピリア株式会社
親会社(⽇本製紙)のCSR報告に含まれる。

社内は環境安全部のHPで、社外はCSRリポートなどの社内報に掲載。
レンゴー株式会社

主にホームページと環境・社会報告書で情報公開を⾏っている。
また、毎回ではないが環境展⽰会であるエコプロダクツ展に出展し取り組みを紹介している。

リンテック株式会社

三菱製紙株式会社
・ホームページ
・コーポレートレポート
・環境セミナー（エコシステムアカデミーによる活動）

北越紀州製紙株式会社

コーポレートレポートや会社ホームページにて情報公開しています。
⽣物多様性の保全に資する活動は広範囲にわたり、⼀括した公開という形式にはなっておりませんが、例
えば昨年のコーポレートレポートでは「社有林の間伐促進」、「社有林を通じた地域社会への貢献」、「⽊
材原料の調達状況」、「CO2削減」、「⽔のリサイクル」に関する取り組みを公開（紹介）しています。

丸三製紙株式会社
・ホームページにて”環境への取り組み”として広報
・親会社（レンゴー㈱）の環境・社会報告書にグループ会社の取組として記載

丸住製紙株式会社
ホームページ、パンフレット、社内報等で情報公開、広報を実施。

株式会社巴川製紙所
毎年、社会･環境報告書をホームページに掲載し情報公開している。

⽇本製紙株式会社

・CSR報告書
http://www.nipponpapergroup.com/csr/

・当社ホームページ
http://www.nipponpapergroup.com/csr/environment/biodiversity/
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 明⽰されている 14 12 ±0 85.7%
2 明⽰されていない 14 2 ±0 14.3%

⼤王製紙株式会社

フォレスタル・アンチレ社の管理経営計画である「PLAN MAESTRO」2⾴に記載している⽅針10項⽬の
うち、
2. 施業による環境・労働者の安全衛⽣・近隣住⺠へのネガティブな影響を回避・最⼩化または修復する
3. 所有する天然林の保全・保護
を挙げており、この2項⽬に⽣物多様性が含まれる。
例えば、６⾴以降に記載している⾼保護価値地域には、動植物の⽣態を調査し、⽣態に影響を与えな
いよう⽔源・⼟壌の維持、⼈や家畜類の接近を防⽌する柵の設置等の施策を定めている。

特種東海製紙株式会社
弊社ホームページ、環境への取り組み、⽊材調達に関する基本⽅針、調達理念、調達⽅針及び取り組
みを明⽰している。

株式会社巴川製紙所
全社有林を対象とする森林経営計画の森林経営に関する⻑期の⽅針に明⽰しております。

２．持続可能な森林経営（Sustainable Forest　Management）

・会員企業は、⾃らが所有⼜は管理する国内外の森林について、その管理経営計画において⽣態系レベル、
種レベル及び遺伝⼦レベルにおける⽣物多様性の保全を明確に位置づけるよう努める。

問２-１.　貴社の所有または管理する森林の管理経営計画において⽣物多様性の保全が明⽰されていま
すか？

問２-２. 問２-１で、「ア.  明⽰されている」と回答された場合は、管理経営計画の該当箇
所をお⽰しください。

王⼦ホールディングス株式会社

王⼦グループは国内外の王⼦グループの森林について「持続可能な森林経営」を⽬標として掲げている。
この⽬標には⽣物多様性の保全含まれており、王⼦グループの取組として、モニタリングの実施を⾏ってい
る。

https://www.ojiholdings.co.jp/Portals/0/resources/content/files/ir/library/annual/2
016_all.pdf　（P38-42）
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三菱製紙株式会社
三菱製紙については、以下において明⽰している。
・「環境憲章」の基本理念および基本⽅針の2
・「森林資源の保護・育成と⽊材調達および製品の考え⽅」

⽇本製紙株式会社
持続可能な森林経営の定義の⼀つとして、「⽣物多様性の保全がなされていること」を上げている（当社
CSR報告書2016のp26参照）。

北越紀州製紙株式会社

森林経営⽅針（計画期間：H28.4.1〜H33.3.31）

「⽣物多様性、地域環境等に配慮した森林管理の実践」
・天然広葉樹林及び下層植⽣として広葉樹等の発⽣が認められる林分は、⽣物多様性の維持向上に
寄与するものとして、その機能が維持されるように配慮した管理に努める。
・⼤規模森林所有者として地域環境の維持向上に貢献しうる森林経営に努める他、その経営を通して
地域社会とより良好な関係を構築していく。

丸住製紙株式会社
・環境関連法令の遵守。
・地域住⺠の⽣活をおびやかさない配慮を⾏う。

新 規
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

問２-３.　貴社は上記の事項を実施していますか？
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施している 14 11 ±0 78.6%
2 実施していない 14 3 ±0 21.4%

問２-４-１-１.　河畔林の保護
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 14 9 ±0 64.3%
2 未実施 14 5 ±0 35.7%

問２-４-１-２.　河畔林の保護の具体例

河畔林については、保護樹帯と同様に取り扱っている。
⽇本製紙株式会社

・当社CSR報告書2016のp32参照。
各植林事業とも、基本的に河畔林･⽔辺の植⽣は保護区域としている。

北越紀州製紙株式会社
河川流量の季節変動が⼤きいことから、川沿いの植林可能区域を川岸からではなく、最⼤洪⽔ラインか
ら20m以上外したうえで、その内側を河畔保護樹帯としています。
（当社が単独で唯⼀⾏っている南アフリカの植林事業の事例）

三菱製紙株式会社

・会員企業は、海外植林事業の推進にあたって、2006年に策定されたFAO（Food and Agriculture
Organization）の「責任ある植林経営のための⾃主的指針」等に基づき、河畔林の保護や保護樹帯の確
保、保護価値の⾼い森林⽣態系の保全、適切な樹種の選択等⽣物多様性の保全に配慮した森林施業の
実施に努める。

問２-４.　問２-３で、「ア. 　実施している」と回答された場合は上記の事項に関する貴社の取り組みを具
体的にお⽰しください。

王⼦ホールディングス株式会社

セニブラ社（ブラジル）：管理⾯積合計25万haのうち、10万haは天然林として保護しており、かつ植
林地においても5万haを⽣物多様性保全のために保護している。他、急斜⾯や湿地帯などの⽔源地周
辺の森林も、伐採せずに残している。
その他、北海道猿払に棲息するイトウ保全のため、河畔林の保護・保全活動を実施している。

⼤王製紙株式会社

チリFTC社（⾃社植林）では、⼩規模な沢沿いについては両サイド5ｍ、河や湖沼については両サイド
30ｍを保護林としている。
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問２-４-２-１.　保護樹帯の確保
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 14 9 ±0 64.3%
2 未実施 14 5 ±0 35.7%

問２-４-２-２.　保護樹帯の確保の具体例

当社の海外植林事業は、草地、農場･牧場の跡地や植林⽊の伐採跡地を植林地として利⽤しており、
事業開始以前から⾃然林や郷⼟樹種林は保護樹林として確保している。

北越紀州製紙株式会社

保育時点において天然林であった区域は保護樹帯として残しています。（南アフリカの植林事業の事
例）
野⽣動物の移動ルート(獣道、渡り⿃の移動ルート)がある区域は保護樹帯としています。（カナダの植
林事業の事例）

三菱製紙株式会社
チリFTC社では、2016年末時点において、社有地約13,800haのうち約3,700haの河畔林および天
然林を保護林としている。

王⼦ホールディングス株式会社

セニブラ社（ブラジル）：管理⾯積合計25万haのうち、10万haは天然林として保護しており、かつ植
林地においても5万haを⽣物多様性保全のために保護している。他、急斜⾯や湿地帯などの⽔源地周
辺の森林も、伐採せずに残している。
その他、北海道猿払に棲息するイトウ保全のため、河畔林の保護・保全活動を実施している。

⼤王製紙株式会社

フォレスタル・アンチレ社では、植林⽊の伐採施業において、天然林・保護樹帯との境界付近の伐採では
伐倒⽊が天然林・保護樹帯側に倒れないよう注意して施業を⾏うこと、万が⼀倒れ込んだ場合、天然
林、保護林、同地域での⽣物多様性、⼟壌、⽔源への影響を最⼩限に抑えながら伐倒⽊を搬出するな
どの配慮を社内マニュアルに織り込んでいる。また、保護樹帯の森林⽣態系の保護のため、チリ森林公社
と相談しながら、保護樹帯内に残る外来樹種の⽴⽊、種⼦の⾶散により発芽した幼⽊を排除するなどの
施業を⼀部の⼭林で試験的に実施している。

⽇本製紙株式会社
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問２-４-３-１.　保護価値の⾼い森林⽣態系の保全
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 14 10 ±0 71.4%
2 未実施 14 4 ±0 28.6%

王⼦ホールディングス株式会社

問２-４-３-２.　保護価値の⾼い森林⽣態系の保全の具体例

保護樹帯では外来樹種の排除と元来のバランスに応じた在来樹種の管理を⾏い、良好な野⽣動物⽣
息域となるように努めています。
周囲の林地と合わせて野⽣動物（特に天敵のいない⿅類や野豚）の⽣息状況モニタリングを実施し、そ
の結果に基づく対策を実施することで、バランスの取れた⽣態系が維持されるように努めています。
（南アフリカの植林事業の事例）

丸住製紙株式会社
⽣態地域レベルにおいて、⾼い保全価値がある地区以外を植林地として選定。

三菱製紙株式会社

チリFTC社では社有地のうち、139.5haを希少植物等が⽣息する保護価値の⾼いエリアと定めて管理し
ている。具体的にはそれらの⼭林では、以下の対策を⾏っている。
・植林樹種侵⼊の排除
・その⽣態系へのダメージやそのリスクがないかの定期的なモニタリング
・モニタリング等に必要な通路の整備
・希少樹種の植林

セニブラ社では希少種であるムトゥン（ホウカンチョウ）を繁殖・飼育して野⽣に返す活動を⾏っている。ま
た、学校や地域住⺠を対象に森林や⽣物多様性に関する環境教育も⾏っている。

⼤王製紙株式会社
所有⼭林内に、現状68ヵ所の⾼保護価値地域を認定しており、定期的なモニタリングを実施するととも
に、状況に応じ、⼈や家畜等の接近を防⽌するための柵や看板の設置等の保全策を実施している。

⽇本製紙株式会社
・当社CSR報告書2016のp48、49参照。
社有地内の天然林を保全すると共に、動植物の調査を実施。
上記チリ･ブラジル以外にも、豪州･南アでも同種の取り組みは実施している。

北越紀州製紙株式会社
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問２-４-４-１.　適切な植栽樹種の選択
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 14 10 ±0 71.4%
2 未実施 14 4 ±0 28.6%

王⼦ホールディングス株式会社

問２-４-４-２.　適切な植栽樹種の選択の具体例

植林地（地域）に適し、かつ実績のある樹種を選択しています。
具体的にはユー⼒リ、アカシア、パインを植栽していますが、これらの適地適種を判断したうえで異なる樹種
をモザイク状に植林しています。このような植林⼿法は⽕災・病⾍害の⼀⻫拡⼤の抑制に効果がありま
す。
（南アフリカの植林事業の事例）

丸住製紙株式会社
遺伝⼦組み換え樹種は利⽤していない。

三菱製紙株式会社
チリFTC社の植林には、Eucalyptus globulusを⽤いている。Eucalyptus globulusは成⻑性やパル
プ化特性に優れるため製紙原料⽤として世界的に広く植林されている。地中海性気候に適した樹種であ
り、当社の植林地が分布するチリ第8州、第9州の気候に適している。

セニブラ社では、保護林内で崩壊・野⽕により天然林が焼失した場合、⾃⽣の樹種を植林して環境の回
復（天然林の再⽣）を図っている。

⼤王製紙株式会社

チリ森林公社（CONAF）、チリ林業研究所（INFOR）、市役所、地区住⺠組合、林業技師会、植
林会社、売電会社との天然林、⽔源、⽣物多様性の保護のための共同事業では、景観改善のための
河畔林を天然樹種に戻す作業や、河畔林・保護樹帯の天然樹種の⽣育が良くない場合は天然樹種の
植林を⾏うことになっている。その場合、参画する専⾨家から、⽣物多様性の保護などの観点から適切な
樹種、植栽⽅法の助⾔を受けることが出来る。

⽇本製紙株式会社
当社の植林事業はいずれもユーカリを植えているが、それぞれの事業において、⼗分な経験を持つパート
ナーもしくは現地社員と共に、多岐に渡るユーカリの中から、その事業の気候⾵⼟に適した樹種を選択して
いる。

北越紀州製紙株式会社
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問２-４-５-１.　その他
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 14 9 ±0 64.3%
2 未実施 14 5 ±0 35.7%

王⼦ホールディングス株式会社

問２-４-５-２.　その他の具体例

・除草剤、殺⾍剤の使⽤削減、適正使⽤。
・地域住⺠への業務委託により、雇⽤を創出し違法伐採を防⽌。

三菱製紙株式会社
チリFTC社では2014年より、同社ユーカリ植林地を挟んで隣接する天然林同⼠をつなげるために、伐採
跡地1.2haに在来樹種7種を植林し天然林のコリドー（緑の回廊）を形成する活動を実施しており、現
在も同植林樹を育成するための施業を継続している。

海外植林地では森林認証の取得を進めており、森林認証⾃林の拡⼤⾃体が河畔林の保護や保護樹
帯の確保、保護価値の⾼い森林⽣態系の保全、適切な樹種の選択等⽣物多様性の保全に配慮した
森林施業の実施に結びつく。

中越パルプ⼯業株式会社
海外植林地では、FSC管理⽊材として出材すること認められており、このことは、保護価値の⾼い森林⽣
態系の保全や⽣物多様性の保全につながる。

北越紀州製紙株式会社
「植林事業は地域社会に貢献するべきもの」という⽅針の下、地元住⺠の雇⽤と労働者への環境教育に
積極的に取り組んでいます。
（南アフリカの植林事業の事例）

丸住製紙株式会社

－31－



⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 取得している 14 10 ±0 71.4%
2 取得していない 14 4 ±0 28.6%

問２-６.　問２-５で、「ア.　取得している」と回答された場合は、具体的な取得状況をお⽰しください。

王⼦ホールディングス株式会社
海外植林地につき、全植林⾯積26万ha（16年度末実績）のうち、69％にあたる195千haでFSC森
林認証を取得している。
国内社有林につき、分収林を除く17万haすべてでSGEC森林認証を取得している。

⼤王製紙株式会社
フォレスタル・アンチレ社（チリ）
　　　FSC－FM認証　2002年取得
　　　PEFC－FM認証　2008年取得

⽇本製紙株式会社

・会員企業は、国内外における植林事業の実施及びそれに伴う⾃社有林の管理・経営にあたって、⽣物多様
性の保全を始めとする持続可能な森林経営を推進する観点から、FSC（Forest Stewardship
Council）、PEFC（Programme for the Endorsement of Forest Certifications）、SGEC
（Sustainable Green Ecosystem Council）等の森林認証（Forest Management認証）の積極
的な取得に努める。

問２-５.　貴社の所有または管理する森林について森林認証を取得していますか？

国内・海外とも全ての⾃社林で森林認証を取得済み。

CERTFORCHILE 2007年12⽉

2014年9⽉
BTP(豪州) AFS 2006年4⽉

Volterra(ﾁﾘ)
FSC 2014年1⽉

国内社有林 SGEC 2007年10⽉
までに取得完了

Forestco(南ｱ) FSC 2003年4⽉
AMCEL(ﾌﾞﾗｼﾞﾙ)

FSC 2008年12⽉
PTP(豪州) AFS 2006年6⽉ CERFLOR

プロジェクト 森林認証名 取得時期 プロジェクト 森林認証名 取得時期

－32－



チリFTC社では2002年にFSC森林認証を取得している。
国内では所有している社有林のうち、2007年から岩⼿県岩泉町、2009年から福島県⽩河市周辺、
⻘森県七⼾町にある社有林においてFSC認証を取得している。

北越紀州製紙株式会社

（国内社有林）
FSC森林認証：約3,050ha（岩⼿県）
SGEC森林認証:約1,150ha（徳島県）
※ 連結⼦会社所有林

（海外植林事業地）
FSC森林認証：約1,700ha（南アフリ⼒）
※ 保有する4植林地のうち、３植林地が現地事業パートナーの森林組合（NCT）が取得する森林認
証の有効なグループメンバーサイトに登録されています。（グループ認証）

丸住製紙株式会社
植林地域はFSC管理⽊材認証プログラムで検証され、検証結果はFSC認証機関により確認されてお
り、FSC管理⽊材規格に沿った運営を実施。

三菱製紙株式会社
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施している 14 11 ±0 78.6%
2 実施していない 14 3 ±0 21.4%

・会員企業は、⾃らが所有⼜は管理する国内外の森林の管理・経営⽅針を策定するにあたって、環境NGO
や地元住⺠など⽣物多様性の保全に関わるステークホルダーとの積極的な意⾒交換に努める。

問２-７.　貴社は⾃社有林の管理・経営に関して⽣物多様性の保全に関わるステークホルダーとの意⾒
交換を実施していますか？

地元⼤学理学部植物学の教授と意⾒交換（随時）
⽇本製紙株式会社

・2005年度に「原材料調達に関する理念と基本⽅針」の策定に際し、原案を公開して国内外のステーク
ホルダーから2,000件近くのご意⾒を頂いた。
・釧路地⽅の社有林で、通常の⽊材⽣産のための施業を⾏いながら、シマフクロウの⽣息地を保全し繁
殖に与える影響を回避する施業の⽅法、時期の基準について、（公財）⽇本野⿃の会と調査、意⾒交
換を⾏った。合意の結果、2015年5⽉に覚書を締結して⽣息地保全と事業の両⽴を実現した。

問２-８.　問２-７で、「ア.　実施している」と回答された場合は、その実施事例及びもし意⾒交換の結果
が管理・経営に反映された事例があれば具体的にお⽰しください。

王⼦ホールディングス株式会社

・王⼦の森
・猿払イトウ保全協議会の設⽴
・王⼦の森⾃然学校
・⾼⼭植物の再⽣　アポイ岳再⽣委員会を⽀援
・スズラン保全活動への協⼒
・⾼知県におけるヤイロチョウ保護活動の⽀援

https://www.ojiholdings.co.jp/Portals/0/resources/content/files/ir/library/annual/2
016_all.pdf

⼤王製紙株式会社
フォレスタル・アンチレ社では、チリ森林公社（CONAF）、チリ林業研究所（INFOR）、市役所、地区
住⺠組合、林業技師会、植林会社、売電会社との天然林、⽔源、⽣物多様性の保護のための共同事
業に参画している。

特種東海製紙株式会社
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北越紀州製紙株式会社

（国内社有林）
関係⾃治体、森林組合、NPO法⼈、地域住⺠、隣接森林所有者等のステークホルダーと必要に応じた
意⾒交換を⾏っています。

（海外植林事業地）
当社駐在員が直接⼜は現地パートナーを通して意⾒交換しています。

（意⾒交換の反映事例）
森林組合から森林経営計画を共同樹⽴したいとの意⾒があり、これ応じたことで、単独では森林経営計
画の認定要件を満たせなかった地元住⺠所有の⼩規模⼭林も認定を受けられるようになり、感謝されま
した。

丸住製紙株式会社
・製紙原料不適材は、⼩規模資源としてニュージーランド国内向けの薪炭材に活⽤。
・FSC管理⽊材取得により、間接的ながら現地NGOとFSCとのコミュニケーションが取られている。

三菱製紙株式会社

チリFTC社では⽣物多様性保全に関しては、以下を主な例としてステークホルダーと意⾒交換を⾏ってい
る。
・保護価値の⾼いエリアの設定は、政府関連機関や現地環境NGOとの意⾒交換に基づいて⾏っている。
・天然林コリドー形成については、現地の森林関係環境団体や近隣⼤学との意⾒交換に基づいて⾏って
いる。

また、国内ではFSC認証を取得している社有林では、河川の漁協や関係する役場、野⿃の会や社有林
隣接地の所有者等に森林施業が地域に⽣息する動植物に影響を与えていないか定期的にモニタリング
している。
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施している 14 12 -1 85.7%
2 実施していない 14 2 +1 14.3%

問２-１０.　問２-９で、「ア.　実施している」と回答された場合は、その実施状況及びもしモニタリング結
果をフィードバックしている事例があればお⽰しください。

王⼦ホールディングス株式会社

FSC認証を取得している森林は、その認証維持過程において、定期的なモニタリングが必須となっている。
セニブラのケースでは、モニタリングの結果、所有地内に新種の動植物が発⾒されており、その結果に基づ
き、動植物の⽣息地を植林地で分断しないよう⼯夫して施業を⾏っている。
国内社有林において、基本的モニタリング及び定量的モニタリングを実施している。

⼤王製紙株式会社

フォレスタル・アンチレ社では、2014年1⽉より、チリ･アウストラル⼤学と共同で、同社⼭林内の天然林に
どのような動植物が⽣息しているかの実態調査を実施、2017年3⽉にその結果がまとまった。特記された
事項はなかったが、多くの⼭林で保護林内に家畜（⽜）が侵⼊し踏み荒らされた部分があったとのこと
で、特に⾼付加価値保護林については柵の設置など各々の場所に適した対応を⾏っていく予定。

中越パルプ⼯業株式会社

・会員企業は、⾃らが所有⼜は管理する国内外の森林の管理経営計画の実施にあたって、⽣物多様性の保
全について定期的にモニタリングするとともに、その結果をフィードバックして管理経営計画を改善するエコシステ
ム・マネージメントの実施に努める。

問２-９.　貴社の所有または管理する森林について定期的にモニタリングを実施していますか？

毎年⾏われる森林認証の監査において実施されている。
北越紀州製紙株式会社

モニタリングとして定期的なプロット調査、踏査による林況調査等を⾏っています。
これらモニタリングで得られた情報は、社有林経営⽅針、更に具体的な森林経営計画の作成や⾒直しに
フィードバックしています。

丸住製紙株式会社
FSC管理⽊材検証プログラムに沿って検証を実施。

FSC-CWの評価時を利⽤、またその認証機関によるチェック。
事業従事者へは管理⽊材認証の維持⽅法などを教育し、適切な運営を⾏う。

特種東海製紙株式会社
・地元森林組合等との契約に基づく年⼀回の巡視。
・社員による社有林の巡視

⽇本製紙株式会社
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チリFTC社では、⽣物多様性保全に関連して主に以下の項⽬についてモニタリングを⾏っている。
・保護価値の⾼いエリアにおける⽣態系へのダメージの有無
・所有⼭林内における希少植物、野⽣動物の有無
保護価値の⾼いエリアにおいて、外来種が発⾒された場合には排除を⾏っている。

また、国内でFSC認証を取得している社有林においては、希少⽣物に関するモニタリングを実施し、希少
⽣物の⽣息が確認された場所については作業の停⽌や保護区の設定等の対応をとる⼿順が定められて
いる。

三菱製紙株式会社
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 明⽰されている 29 19 ±0 65.5%
2 明⽰されていない 29 10 ±0 34.5%

⼤王製紙株式会社
ホームページのなかで、⽣物の多様性保全に配慮するとともに、⽊材原料の調達を通じ、森林資源を有
効かつ効率よく利⽤し、環境と調和した持続可能な森林経営に取り組んでいると明記している。

⽴⼭製紙株式会社

環境⽅針に明⽰している。

「⽣物多様性の配慮を含む環境保全のために、環境マネジメントシステムの継続的改善と汚染の予防に
努める」

３．責任ある原料調達(Sustainable Procurement)

・会員企業は、その「原料調達⽅針」において、⽣物多様性の保全に配慮することを明⽰するよう努める。

問３-１.　貴社の原料調達⽅針において⽣物多様性の保全は明⽰されていますか？

問３-２. 問３-１で、「ア. 明⽰している」と回答された場合は、原料調達⽅針の該当箇所を
お⽰しください。

愛媛製紙株式会社

原料調達するにあたり、その合法性や⽣物多様性の保全などの持続可能性を確認するよう努める。
王⼦ホールディングス株式会社

【基本的な考え⽅】
紙の原料となる⽊材は、再⽣産が可能なすぐれた資源である。森林資源は適正な管理と利⽤によって、
⼆酸化炭素の吸収固定による地球温暖化防⽌と⽣物多様性の保全に貢献する。

https://www.ojiholdings.co.jp/Portals/0/images/cp/sustainability/basic_policy/woo
d.pdf

中越パルプ⼯業株式会社
・森林資源の保護育成と地球環境への貢献
・合法性遵守と持続可能性の維持
・森林認証システムの積極活⽤

特種東海製紙株式会社
弊社ホームページ、環境への取り組み、⽊材調達に関する基本⽅針、調達理念、調達⽅針及び取り組
みを明⽰している。

新 規
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⽇本製紙株式会社

原材料調達に関する理念と基本⽅針における基本⽅針　１．環境に配慮した原材料調達で「(1)⽊
質資源は、持続可能な森林経営が⾏われて得いる森林から調達します。」とあるが、「持続可能な森林
経営」の要件として「⽣物多様性の保全が為されていること」を定義づけている（当社CSR報告書2016
のp26参照）。

⽇本製紙パピリア株式会社

⽇本製紙パピリア　環境憲章　基本理念
　⽇本製紙パピリアは、⻑年培った⾼度な薄葉紙の抄紙技術を基礎に、社会に役⽴つ製品を提供しつ
つ、種々の社会的使命を果たして⾏く。
　現在、重要な課題となっている地球環境問題にたいして⽇本製紙パピリアは、「環境にやさしく、地域社
会に信頼される企業づくり」を理念に、環境の保全はもとより、環境を改善する事を使命として、持続的な
活動を推進する。
　(⽇本製紙グループ環境憲章　理念：私たちは、⽣物多様性に配慮した企業活動を基本とし、⻑期
的な視野に⽴って、地球規模での環境保全に取り組み、循環型社会の形成に貢献します。)

兵庫パルプ⼯業株式会社
ホームページ。
http://www.hyogopulp.co.jp/ihou/02basic.html

株式会社巴川製紙所
社会・環境報告書内の⽣物多様性に関する記載で⽊材原料調達について明⽰している。

三菱製紙株式会社
資材購買の基本⽅針
https://www.mpm.co.jp/env/timber.html

北越紀州製紙株式会社

北越紀州製紙「原材料調達の基本⽅針」

１．環境優先
・⽣物多様性の保全並びに労働者の健康や安全等の確保に配慮された⽊材原料を調達します。
※ ⽣物多様性の保全とは多くの⽣物が⽣息できる健全な環境を保全することであり、⼟壌や⽔資源保
全にもつながる。

丸三製紙株式会社
・「⽊材パルプの調達⽅針」の中で、違法伐採対策を明⽰している。
・段ボール原紙製品のFSC COC認証取得（2016年6⽉）

丸住製紙株式会社
・持続可能な森林管理が⾏われている森林から⽣産された⽊材の原料調達を推進します。
（注）持続可能な森林管理とは、⽣物多様性の保全等の環境優位性、労働者の健康や安全への配
慮等の社会的優位性を確保した健全な森林管理を意味します。
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サプライヤーの皆さまへのお願い
4. 環境に与える負荷が⼩さく、地球環境と⽣物多様性に与える影響が少ない原材料の調達。
http://www.rengo.co.jp/environment/supplier.html

⽊材パルプの調達⽅針
当社は、紙の原材料である⽊材は再⽣可能な⾃然資本であるという認識のもと、地球環境と⽣物多様
性の保全に資するため、持続可能な森林から産出された⽊材を原材料とするパルプを調達します。
http://www.rengo.co.jp/environment/pulp.htm

レンゴー株式会社

新 規
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

問３-３.　貴社は違法伐採⽊材を⼀切取り扱わない体制を整備していますか？
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 整備している 29 24 +2 82.8%
2 整備していない 29 5 -2 17.2%

当社で使⽤している⽊材チップは、バイオマス発電⽤であり、廃材の利⽤のみになっている。
また、新規購⼊の場合は、事前に新規材料使⽤検討があり、不適合商品のチェックが実施されている。

王⼦ホールディングス株式会社
"⽊材原料の出所を遡り、原料が適正に管理された森林より⽣産されたものである事を確認する。特に違
法伐採による⽊材は購⼊しない。"

https://www.ojiholdings.co.jp/Portals/0/images/cp/sustainability/basic_policy/woo
d.pdf

加賀製紙株式会社
FSC森林認証を得たバージンパルプしか使⽤しない。

興亜⼯業株式会社

・会員企業は、「違法伐採問題に対する⽇本製紙連合会の⾏動指針」に基づき、違法に伐採され、違法に
輸⼊された⽊材・⽊材製品を⼀切取り扱わないことにより、違法伐採の根絶を通じて⽣物多様性の保全を図
るよう努める。

問３-４. 問３-３で、「ア. 整備している」と回答された場合は、その整備状況を具体的にお
⽰しください。

株式会社エコペーパーＪＰ

愛媛製紙株式会社

原料調達⽅針に以下を記載。

現地の法令や規則を順守して⽣産されたパルプを調達する。
違法伐採⽊材原料パルプ・不法輸⼊原料は取り扱わない。

当社の原料は古紙主体であるが、⼀部使⽤するパルプはFSC認証材を使⽤している。
⼭陽板紙⼯業株式会社

パルプは国内⼤⼿製紙メーカーから購⼊している。
⼤王製紙株式会社

⽊材原料調達理念と基本⽅針のなかで、合法的に伐採されたことが証明された材のみを調達すると明
⾔している。
購⼊材は、合法性などを第三者が監査する森林認証材であること、森林認証材以外の材は全サプライ
ヤーに対して、伐採地域、流通経路等に関する調査（トレーサビリティ）を実施している。
年1回、⽇本製紙連合会による違法伐採対策モニタリングを受けている。

新 規
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・原材料調達⽅針に記載
・トレーサビリティシステムを活⽤
・使⽤⽊材チップは全てFSC、PEFC認証及びその管理⽊材
・毎年度、⽇本製紙連合会のモニタリング監査を受けている。

特種東海製紙株式会社
違法に伐採された⽊材は⼀切使⽤しないよう、違法伐採及び合法性証明システムを2006年に策定し、
担当部署を決め実施中。

株式会社巴川製紙所
森林認証を取得した森林から伐採され、⽣産された⽊材調達を推進している。

⽇本製紙株式会社

中越パルプ⼯業株式会社

⼤和板紙株式会社

国内メーカーの信⽤の下、材料を調達している。
また、FSC認証製品を取り扱うようにしている。

・「原材料調達に関する理念と基本⽅針」において、「(2)違法伐採材は使⽤･取引しないとともに、違法
伐採の撲滅を⽀援します。」としている。
・具体的な施策として、輸⼊チップ･パルプについては船積み単位で違法伐採材が含まれないことを確認
すると共に、年⼀回サプライヤーアンケートを実施し、適⽤される法令と遵守状況や森林認証の状況を確
認している。
・国内材については、⼦会社の⽇本製紙⽊材(株)がグリーン購⼊法に基づく事業者認定を取得し、納⼊
業者から納⼊される材について合法性を確認している。

⽇本製紙パピリア株式会社

⽇本製紙グループ　原材料調達に関する理念と基本⽅針（2005年10⽉5⽇制定）
理念
私たちは、環境と社会に配慮したグローバル・サプライチェーン・マネジメントを通じ、信頼される原材料調達
体制の構築を⽬指します。
基本⽅針
1． 環境に配慮した原材料調達
（1）⽊質資源は、持続可能な森林経営が⾏われている森林から調達します。
（2）違法伐採材は使⽤・取引しないとともに、違法伐採の撲滅を⽀援します。
（3）循環型社会を⽬指し、リサイクル原料を積極的に活⽤します。
（4）化学物質については、関連法規等を遵守し適正な調達を⾏います。
（5）トレーサビリティ・システムを構築し、サプライチェーン全体で上記項⽬が実践されていることを確認し
ます。

兵庫パルプ⼯業株式会社
⽊材原料調達の基本⽅針 に則り原料を調達している。
http://www.hyogopulp.co.jp/ihou/01action.html

新 規
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・⽊材原料調達の基本⽅針において、違法伐採された⽊材でないことが検証されているものを調達対象
とすることを宣⾔しています。
・トレーサビリティシステムを確⽴し、それに基づく調達⽊材原料の合法性確認を⾏っています。
・上記トレーサビリティシステムが適正に機能しているかを点検する為、第三者機関による監査を毎年受け
ています。
・調達する⽊材原料は原則としてFSC認証製品もしくは管理⽊材由来の製品としており、この⾯からも違
法伐採⽊材を排除するような体制を敷いています。

丸三製紙株式会社
・「⽊材パルプの調達⽅針」の中で、違法伐採対策を明⽰している。
・段ボール原紙製品のFSC COC認証取得（2016年6⽉）

丸住製紙株式会社
国際認証機関FSCや⽇本製紙連合会違法伐採対策調査に準じ、体制を整備。また毎年、⾃社、第
三者による監査を実施。

三菱製紙株式会社

レンゴー株式会社
違法伐採対策の取り組みとして「⽊材パルプの調達⽅針」を定めている。
また、パルプについてはFSC認証品を優先して購⼊することにしている。

北越紀州製紙株式会社

「森林資源の保護･育成と⽊材調達および製品の考え⽅」を⽅針に定め、合法性及び適正管理が証明
された⽊材を調達している。
https://www.mpm.co.jp/env/timber.html

全ての⽊材･パルプはFSC森林認証材あるいは管理⽊材であり、１年に１回、合法性等の確認状況に
ついて監査を受けている。

リンテック株式会社
森林認証活動に準じ、違法伐採を確認している。
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施している 29 20 +2 69.0%
2 実施していない 29 9 -2 31.0%

問３-６. 問３-５で、「ア. 実施している」と回答された場合は、その実施状況を具体的にお
⽰しください。

株式会社エコペーパーＪＰ
1年に1度、現地を訪問し現地調査を実施。

王⼦ホールディングス株式会社
2016年度の購⼊チップのうち、国産チップは調達量の全量を対象に583件、輸⼊チップは全船を対象に
292件、購⼊パルプについても全量を対象に318件、合計1,193件のトレーサビリティレポートを⼊⼿し、
「⽊材原料の調達指針」に従った調達がなされていることを確認した。

⼤王製紙株式会社

・会員企業は、製紙原料の⽊材チップ、パルプなどの⽊材資源を調達するにあたって、その合法性や⽣物多様
性の保全などの持続可能性を確認するよう努める。そのために、サプライヤーからトレーサビリティ・レポートを提
出してもらうとともに、その信頼性・正確性を確保するため現地調査を⾏うなど、原料のトレーサビリティの確保に
努める。

問３-５.　貴社はトレーサビリティ・レポートの⼊⼿及び現地調査の実施など原料のトレーサビリティを確保
するための取り組みを実施していますか？

愛媛製紙株式会社

購⼊パルプのFSC・原産国・地区・樹種・その他原材料基礎情報及び「違法伐採された⽊材を使⽤して
いない・原産地は地⽅レベルまで確認した」等を記載した宣⾔書をサプライヤーより⼊⼿。

年1回、全てのチップサプライヤーよりトレーサビリティレポートを⼊⼿している。
現地調査も定期的に⾏っている。

中越パルプ⼯業株式会社
トレーサビリティレポートは毎船積ごとにサプライヤーから⼊⼿している。
現地調査については、出張可能な場合には当社（O&CFT）にて、それ以外は商社にて⾏っている。

特種東海製紙株式会社
・新東海製紙(株)物資本部にて、定期的ではないが、現地視察を実施。
・国内チップ、輸⼊チップ、パルプ等の納⼊業者より、確認書・トレーサビリティレポートを⼊⼿し確認。

⼤和板紙株式会社

FSC認証製品を調達している。

新 規

新 規
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・海外サプライヤーについては、アンケートおよびヒアリング調査を実施し森林施業に関連する法規とその遵
守、樹種、森林認証の取得の有無などの基本情報を確認するなど、トレーサビリティの確保を図っている。
・国内材については、グリーン購⼊法で⽊材の合法性証明に関するガイドラインに則り、合法性を証明す
る⽅法として、伐採届などの書類を個々に添付を求める等により、トレーサビリティの確保を図っている。

⽇本製紙パピリア株式会社

⽇本製紙グループ　原材料調達に関する理念と基本⽅針（2005年10⽉5⽇制定）
理念
私たちは、環境と社会に配慮したグローバル・サプライチェーン・マネジメントを通じ、信頼される原材料調達
体制の構築を⽬指します。
基本⽅針
1． 環境に配慮した原材料調達
（1）⽊質資源は、持続可能な森林経営が⾏われている森林から調達します。
（2）違法伐採材は使⽤・取引しないとともに、違法伐採の撲滅を⽀援します。
（3）循環型社会を⽬指し、リサイクル原料を積極的に活⽤します。
（4）化学物質については、関連法規等を遵守し適正な調達を⾏います。
（5）トレーサビリティ・システムを構築し、サプライチェーン全体で上記項⽬が実践されていることを確認し
ます。

兵庫パルプ⼯業株式会社
⽊材原料のサプライヤー(納⼊業者)を対象に、トレーサビリティーレポートを要求し、⽊材原料の出所、森
林管理⽅法等を把握することにより、調達した⽊材の合法性を確認している。

北越紀州製紙株式会社

⽇本製紙株式会社

FSC森林認証材および管理⽊材は、COC認証制度のなかでトレースが可能である。
それ以外の⽊材については、必要に応じてトレーサビリティレポートの提出を求めている。

リンテック株式会社
森林認証に準じ、確認している。

・全てのサプライヤーから⽊材の合法性に関する宣⾔書とトレーサビリティレポートの提出を受けています。
・輸⼊チップについては現地駐在員あるいは担当者が出張の際、可能な限りにおいて現地確認を実施し
ています。
・必要に応じ、取り扱い商社にも調査を要請し、報告を受けています。

丸三製紙株式会社
FSC COC認証に準じ、実施している。

丸住製紙株式会社
サプライヤーからの宣誓書、聞き取り調査、トレーサビリティーレポートを⼊⼿し海外の現地調査は船積み
時にサプライヤーにヒアリング、及び定期的に現地伐採状況確認を実施。

三菱製紙株式会社
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レンゴー株式会社

パルプの調達にあたっては「⽊材パルプの調達⽅針」に基づき、パルプで、第三者機関による森林認証を
受けていないものについては、国内サプライヤーの場合は、⽇本製紙連合会の「違法伐採対策の⾃主的
な取組み」に参加し、合法証明書が提出できるサプライヤー、または「違法伐採⽊材は取り扱わない」とい
う誓約書および伐採地域、樹種、数量等を記載したトレーサビリティレポートを定期的に提出できるサプラ
イヤーから調達する。
また、国外サプライヤーの場合は、「違法伐採⽊材は取り扱わない」という誓約書および伐採地域、樹
種、数量等を記載したトレーサビリティレポートを定期的に提出できるサプライヤーから調達する。
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 努めている 29 26 +3 89.7%
2 努めていない 29 3 -3 10.3%

愛媛製紙株式会社
・購⼊パルプのFSC認証状況の調査。

・板紙では、リサイクル原料とFSC認証原料のみを使⽤し、FSC認証を取得。

原材料調達にて以下を宣⾔している。
「⾃社海外植林事業について、森林認証の100％取得を⽬指す。外部購⼊については、森林認証材を
優先的に購⼊し、森林認証を取得していないサプライヤーについては認証の取得を積極的に奨励する」
2016年度の森林認証林からの調達は全体の16％であった。森林認証林からの調達でない場合も全て
管理⽊材として調達している。

https://www.ojiholdings.co.jp/Portals/0/images/cp/sustainability/basic_policy/woo
d.pdf

加賀製紙株式会社
会社の⽅針としてFSC森林認証を得たパ－ジンパルプしか購⼊しない。

興亜⼯業株式会社
当社の原料は古紙主体であるが⼀部パルプはFSC認証材を使⽤している。

・会員企業は、⽣物多様性の保全等の持続可能性が確認されたFSC、PEFC、SGEC等の森林認証を取得
した原料の調達を拡⼤するよう努める。

問３-７.　貴社は森林認証を取得した原料の調達の拡⼤に努めていますか？

問３-８.　問３-７で、「ア.　努めている」と回答された場合は、その拡⼤状況を具体的にお⽰しください。

株式会社エコペーパーＪＰ
ISO14001にて、使⽤材料許可規定の⼿順に従い、環境負荷の少ないもの等を確認し、調達許可を
出している。

王⼦ホールディングス株式会社

⼤津板紙株式会社
平成28年12⽉にFSC認証を取得しました。

北上製紙株式会社

FSC認証を取得し、適切な運⽤を⾏っている。

⼭陽板紙⼯業株式会社

FSC認証を取得したバージンパルプを使⽤している。

新 規

新 規

新 規
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中越パルプ⼯業株式会社

⼤王製紙株式会社
2016年度に購⼊した森林認証チップの数量は、前年度⽐97％である。

⼤和板紙株式会社

⾃社でもFSC認証を取得し、原料もFSC認証パルプを積極的に調達している。

輸⼊チップについては、2016年度実績で購⼊量の100%がPEFC認証材（FM認証に加え、CS認証も
含む）もしくはFSC認証材（FM認証に加え、CW認証も含む）となっている。

⽇本製紙パピリア株式会社
⽊材パルプ等はFSC認証（CoCもしくはCW）、PEFC認証を取得しているものを100%調達している。

兵庫パルプ⼯業株式会社
努めているが、国内取引先にはFSC認証材はなく、輸⼊材のみとなっている。

北越紀州製紙株式会社

チリや南アなどから森林認証材を調達している。また、それ以外の材もFSC-CW材など管理⽊材を使⽤し
ている。

特種東海製紙株式会社
チップサプライヤーよりトレーサビリティレポート⼊⼿と共に合法林材団体認定書等を⼊⼿している。
また、⼀部品種においてFSC認証を取得し、⽣物多様性の保全を図っている。

株式会社巴川製紙所
新規パルプの紹介を受けたときは、森林認証品であることを確認している。

⽇本製紙株式会社

板紙⽤パルプは、第三者森林認証を受けたパルプのみを調達する。また、すべての製紙⼯場と段ボール・
紙器⼯場でFSC　CoC認証を取得している。製紙⼯場では、段ボール原紙の他、コート⽩ボール、チップ
ボール、段ボール・紙器⼯場では段ボール製品について認証を取得。

FSC森林認証制度の規定に則り、適正な森林管理によって⽣産された⽊材原料のみを使⽤するととも
に、サプライチェーン全体を通じてFSC森林認証制度⾃体の普及にも努めている。
（チリの植林地、国内の社有林においてはFM認証を取得し、適正な森林管理を継続して実践してい
る）

リンテック株式会社
FSC認証パルプを使⽤した製品の拡⼤。

レンゴー株式会社

・調達する⽊材原料は原則としてFSC認証製品もしくは管理⽊材由来の製品としています。
・新規取引に際しては、先⽅の森林認証状況を必ず確認しています。

丸三製紙株式会社
・段ボール原紙製品のFSC COC認証取得（2016年6⽉）。
・供給メーカーを拡⼤する際には、森林認証の確⽴された品質を確保する。

丸住製紙株式会社
全ての購⼊チップは、FSC認証チップ若しくはFSC管理⽊材チップである。

三菱製紙株式会社

新 規
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施している 29 24 +3 82.8%
2 実施していない 29 5 -3 17.2%

問３-１０-１-１.　関連書類の５年以上の保管
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 24 +3 82.8%
2 未実施 29 5 -3 17.2%

問３-１０-１-２.　関連書類の５年以上の保管の具体例

ISO14001規定に従い、５年間の保管を明⽂化し実施。

王⼦ホールディングス株式会社

トレーサビリティの確保に関する書類は全て5年以上の保管を実施している。

https://www.ojiholdings.co.jp/Portals/0/images/cp/sustainability/basic_policy/woo
d.pdf

⼭陽板紙⼯業株式会社
古紙配合率のデーターを保管している。

⼤王製紙株式会社

・会員企業は、トレーサビリティの確保の取り組みについて、その信頼性・透明性を確保するため、関連書類の
５年以上の保管、内部監査や第三者監査の実施、その実施状況の情報公開等に努める。

問３-９.　貴社は上記の事項を実施していますか？

問３-１０. 問３-９で、「ア. 実施している」と回答された場合は、その実施状況を具体的に
お⽰しください。

株式会社エコペーパーＪＰ

愛媛製紙株式会社

FSC COC管理マニュアルにて、保存期間を5年と定めている。

CoC管理規定のなかで、記録類の保管は5年と定めている。

⽴⼭製紙株式会社
原料購⼊等必要書類は保管期間を定めて保管している。

⼤和板紙株式会社

原則保管している。

新 規

新 規

－49－



違法伐採及び合法性証明システムの関連書類は最低５年間保管する事と明⽰し、実施中。
株式会社巴川製紙所

基幹システムに電⼦データとして保管している。
⽇本製紙株式会社

関連資料については最低5年間保管するものとし、保管について、別途、商法その他の法律の適⽤を受
ける場合はその規定を遵守している。また、それらの資料は、監査などの必要に応じて開⽰している。

⽇本製紙パピリア株式会社

中越パルプ⼯業株式会社
・トレーサビリティレポート
・第三者機関の監査書類

特種東海製紙株式会社

FSC COC認証に準じ、実施している。
丸住製紙株式会社

5年間保存を実施。
三菱製紙株式会社

原材料調達においてFSC-COC森林認証の規定を遵守しており、関連書類の5年保管管理を実践して
いる。

リンテック株式会社

・森林認証審査資料等を保管（FSC、PEFC）
・⽊材パルプ納品書、請求書

兵庫パルプ⼯業株式会社
年毎にファイリングにて保管している。

北越紀州製紙株式会社
トレーサビリティレポート及び関連資料は5年以上保管しています。

丸三製紙株式会社

福⼭製紙株式会社

FSC認証を取得し、関連書類は5年保管としている。

森林認証活動に準ずる。
レンゴー株式会社

違法伐採対策に関連する資料は5年間以上保管している。

新 規
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問３-１０-２-１.　内部監査や第三者監査の実施
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 23 +3 79.3%
2 未実施 29 6 -3 20.7%

問３-１０-２-２.　内部監査や第三者監査の実施の具体例

第三者機関によるトレーサビリティレポートの監査を毎年実施している。
⼭陽板紙⼯業株式会社

第三者監査を受け⼊れている。
⼤王製紙株式会社

年1回、FSC・PEFC-CoC認証の内部監査を実施している。
年1回、FSC・PEFC-CoC認証について、審査機関の監査を実施している。

⽴⼭製紙株式会社

株式会社エコペーパーＪＰ

・ISO14001にて内部監査、審査機関による審査を毎年実施。

・FSC認証を取得した製品があり、FSCの審査機関による審査も実施。

王⼦ホールディングス株式会社

愛媛製紙株式会社

FSC認証取得により、内部監査・審査機関審査を実施。

⼤和板紙株式会社

内部監査・第三者監査を実施している。

ISO9001にて、トレーサビリティ維持規定を制定し、管理維持している。
また、森林認証（FSC）を取得しており、認証機関による監査を毎年1回受けている。

⽇本製紙株式会社
・主要なチップ調達先の国には当社従業員が駐在し、必要に応じ船積みに⽴ち会うほか納⼊される原材
料の品質や、サプライヤーの操業に関する情報や当該地域の社会情勢などについても確認している。
・各⼯場の原材料部⾨は、国内材の集荷を担当している⼦会社に対して、国産材の合法性確認や納
材業者の情報把握を適切に実施しているかを定期的に点検している。

・ISO14001を取得・継続している。
・古紙配合率検証（古紙配合率100％）について、年1回の内部監査を実施している。

中越パルプ⼯業株式会社
FSC、PEFC、ISO等にて実施

特種東海製紙株式会社
第三者による監査を年⼀回実施。（FSC認証に伴う監査）

株式会社巴川製紙所

新 規

新 規

新 規
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⽇本製紙パピリア株式会社
森林認証（FSC、PEFC）の要求事項に従い年1回実施

丸三製紙株式会社

リンテック株式会社
森林認証活動に準ずる。

北越紀州製紙株式会社

（第三者監査）
・違法伐採対策モニタリング事業（⽇本製紙連合会）
・⽊材原料トレーサビリティレポートlこ関する第三者監査（SGSジャパン）

（内部監査）
・上記第三者監査の事前点検として内部監査を実施しています。

⽇本製紙連合会の「違法伐採対策モニタリング」を毎年受けている。また、FSC CoC認証の年次審査を
毎年受けている。

・⽇本製紙連合会のモニタリングを実施している。
・FSC COC認証に準じ、実施している。

丸住製紙株式会社
FSC認証、古紙配合率マニュアル、間伐材クレジット管理、違法伐採対策モニタリング事業等実施。

三菱製紙株式会社
原材料調達においてFSC-COC森林認証の規定を遵守しており、第三者認証機関による監査を1回/年
の頻度にて実施している。

レンゴー株式会社
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問３-１０-３-１.　実施状況の情報公開
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 19 +１ 65.5%
2 未実施 29 10 -1 34.5%

王⼦ホールディングス株式会社
社内ホームページにおいてトレーサビリティレポートに対する第三者監査報告書を公開している。
https://www.ojiholdings.co.jp/Portals/0/images/cp/sustainability/forest_recycling/ji
sshi_2015.pdf

⼤王製紙株式会社
コーポレートレポートのなかで、トレーサビリティ実施を報告している。

⽴⼭製紙株式会社

問３-１０-３-２.　実施状況の情報公開の具体例

森林認証については、FSCホームページに認証取得社情報として公開されています。
⽇本製紙株式会社

当社CSR報告書、HPなどで公開するよう努めている。
⽇本製紙パピリア株式会社

⽇本製紙グループCSR報告書を通じて公開

丸三製紙株式会社

環境情報を当社ホームページ上で公開している。
中越パルプ⼯業株式会社

CSRレポートやHPなど
特種東海製紙株式会社

弊社ホームページに取り組み状況の監査結果を記載。
株式会社巴川製紙所

北越紀州製紙株式会社
コーポレートレポートや会社ホームページにて情報公開しています。

福⼭製紙株式会社

必要に応じて公開。

ホームページに掲載。
レンゴー株式会社

ホームページ並びに環境・社会報告書2016
（http://www.rengo.co.jp/environment/report.html）で公開している。

弊社ホームページで実施状況を公開している。
丸住製紙株式会社

ホームページ、社内報などで公開。
三菱製紙株式会社

ホームページやコーポレートレポートを通じて情報公開を⾏っている。
リンテック株式会社

新 規
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施している 29 13 ±0 44.8%
2 実施していない 29 16 ±0 55.2%

⼤王製紙株式会社
当社の社有林伐採跡地を地域⼩学⽣および⽗兄の森に親しむ教育の場（名称：阿波市交流の森）
として植林活動に提供している。

中越パルプ⼯業株式会社

中パの森を開放し、環境教育の場として地域に利⽤してもらっている。
地域の⼩学⽣に⾥⼭での実体験を通じて、森林の多⾯的機能の重要性や⽣物多様性の重要性への
理解を促している。

⽊の苗を⽣産する種苗業者が減少しているため、2015年より⼀時途絶えていた種苗業務を関連会社で
再開した。成⻑の速い「チャンチンモドキ」「広葉杉」などの育成にも⼒を⼊れている。

特種東海製紙株式会社
・⾏政による⾼⼭植物保護活動の受⼊れ
・⼤学など研究機関による調査の受⼊れ
・⼩学⽣対象の⾃然体験教室の開催

４．社会的な環境貢献活動（Social Contributions as CSR）

・会員企業は、国内の社有林等⾃社の⾃然資本を活⽤して、希少な野⽣⽣物の保護、環境教育の場の提
供、⽣態系に関する学術研究など⽣物多様性の保全に資する社会的な貢献活動の実施に努める。

問４-１.　貴社は上記の事項を実施していますか？

問４-２. 問４-１で、「ア. 実施している」と回答された場合は、その実施状況を具体的にお
⽰しください。

王⼦ホールディングス株式会社

・北海道猿払におけるイトウの保護及び⽣態調査の⽀援
・北海道アポイ岳における⾼⼭植物の再⽣活動の⽀援
・⾼知県におけるヤイロチョウ保護活動の⽀援
・王⼦の森⾃然学校の実施　等

株式会社巴川製紙所
所有⼭林の⼀部が世界遺産に登録された為、景観保全に努めている。
絶滅の恐れのある野⽣⽣物（RED）等が多く⽣息している為、環境の維持に努めている。

新 規
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三菱製紙株式会社

・社有林を活⽤したエコシステムアカデミーによる活動を通じた、⽣物多様性の保全に資する社会的な貢
献活動を実施。
・⼩学⽣を対象とした環境教育を各所で実施。
・社有林の植⽣調査を継続的に実施（定置カメラによる定点観測等）。

レンゴー株式会社

福島県と福井県の⼯場に造成したビオトープでは⽣物の環境モニタリングを造成時から継続しており、国
や県の絶滅危惧種の確認を⾏い、更にそれらが継続して⽣息できるような環境づくりに取り組んでいる。ま
た、ビオトープは地域住⺠などの⼀般の⽅に開放し地域の⾃然環境を知ってもらう場としている。さらには、
⼯場⾒学に来た⼩中学⽣にはビオトープへ案内し教育の場として活⽤して貰っている。なお、学術研究を
⽬的した調査依頼があれば応じている。

⽇本製紙株式会社

・絶滅危惧Ⅱ類に指定されたシラネアオイの保護を⽬的として、2000年に尾瀬⾼校と⽚品村を中⼼に
発⾜した「シラネアオイを守る会」に対し、運営⾯での⽀援や、当社菅沼社有林の⼀部開放を⾏ってい
る。
・2010年10⽉に⽇本野⿃の会と野⿃保護に関する協定を締結し、北海道根室地⽅の社有林約
126haをシマフクロウの保護区に指定、同会と保護区の動植物調査を⾏っている。
・国内の社有林を活⽤した、「森と紙のなかよし学校」を2006年から毎年開催している。

北越紀州製紙株式会社
⼦供の環境教育やその⼦育て⽀援者及び地域環境教育指導者に向けた活動に取り組んでいるNPO
法⼈に社有林の⼀部を野外活動の場として提供しています。
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施している 29 12 ±0 41.4%
2 実施していない 29 17 ±0 58.6%

問４-４-１-１.　放置された広葉樹⼆次林の活⽤
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 5 ±0 17.2%
2 未実施 29 24 ±0 82.8%

特種東海製紙株式会社
管理活動により⾼い保護価値が危機に瀕している森林から伐採された⽊材を積極的に利⽤することで⾥
⼭保全に資する社会的な貢献活動を⾏っている。

三菱製紙株式会社

当社⼦会社の北上ハイテクペーパーは国産広葉樹チップを主要原料とする製紙⼯場であり、広葉樹⼆
次林から産出される原⽊を積極的に買い⼊れ、広葉樹林の利⽤、更新を促進し保全に努めている。
また、北上市にてNGOによる⾃伐型林業研修を⽀援、広葉樹⼆次林の活⽤、⾥⼭保全につながる活
動を実施している。

・会員企業は、放置された広葉樹⼆次林、林地残材や⽵材、⾍害材等の未利⽤資源の活⽤などを通じて、
⽣物多様性を保全し、バイオマス資源の恵みをもたらす⾥地・⾥⼭の保全に資する社会的な貢献活動の実
施に努める。

問４-３.　貴社は上記の事項を実施していますか？

問４-４-１-２.　放置された広葉樹⼆次林の活⽤の具体例

問４-４. 問４-３で、「ア. 実施している」と回答された場合は、その実施状況を具体的にお
⽰しください。

⽇本製紙株式会社
放置されて荒廃することのないよう、広葉樹⼆次林を製紙原料として積極的に利⽤している。

中越パルプ⼯業株式会社
⾃社所有の遊休⼭林を整備し、「中パの森」として⾃然体験学習などに活⽤
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問４-４-２-１.　林地残材や⽵材、⾍害材の活⽤
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 10 ±0 34.5%
2 未実施 29 19 ±0 65.5%

⽇本製紙株式会社
林地残材として放置されやすい間伐材については、以前から積極的にパルプ材として利⽤している。

北越紀州製紙株式会社
地元のチップ⼯場等に出荷することで林地残材を減らすように努めています。

丸住製紙株式会社
ユネスコ協会へ森林保全等の環境活動に資⾦等で参画。

王⼦ホールディングス株式会社
・製紙原料
・バイオマス発電⽤の燃料

中越パルプ⼯業株式会社
タケノコ⽣産地で、⽤途がなく放置されていた間伐⽵や、その他の放置⽵林を積極的に集荷し、⽵紙とし
て活⽤。
証明付間伐材を利⽤した間伐材⼊紙の⽣産・販売。

問４-４-２-２.　林地残材や⽵材、⾍害材の活⽤の具体例

三菱製紙株式会社
当社⼦会社の新北菱林産北上⼯場は岩⼿県の松くい⾍被害⽊破砕処理⼯場認定を受け、松枯れの
ために伐採されたマツ材を買い⼊れチップにし、活⽤している。
ナラ枯れ被害⽊についても同様に積極的な買い⼊れを⾏っている。
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問４-４-３-１.　バイオマス資源の活⽤
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 12 ±0 41.4%
2 未実施 29 17 ±0 58.6%

特種東海製紙株式会社
地域から排出される⽊くず等を適正に処分する仕組みを構築し、ボイラーの燃料として活⽤している。

⽇本製紙株式会社
製紙原料だけでなく、低質材については⼋代⼯場のバイオマスボイラーなど、発電⽤の燃料として⽤いてい
る。

株式会社エコペーパーＪＰ
バイオマス発電の燃料は、建築廃材の⽊屑を使⽤。

王⼦ホールディングス株式会社

・製紙原料
・バイオマス発電⽤の燃料
・製材活⽤法の技術開発
・セルロースナノファイバーの技術開発
・バイオエタノールの技術開発
・溶解パルプやフルフラールの製造、製造技術開発

問４-４-３-２.　バイオマス資源の活⽤の具体例

北越紀州製紙株式会社
チップ⼯場にも出荷できないような⼩径材や端材は、地域で発電事業を⾏っている事業者へ、バイオマス
燃料として出荷しています。

丸住製紙株式会社
RPF、解体材、バーク、タイヤチップをバイオマス資源として有効利⽤。

三菱製紙株式会社
北上ハイテクペーパーではバークボイラーで樹⽊の樹⽪（バーク）をバイオマス燃料として使⽤している。

中越パルプ⼯業株式会社
⽊質バイオマスボイラーが稼働し、国内未利⽤材を活⽤して発電を⾏っている。
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施している 29 27 +2 93.1%
2 実施していない 29 2 -2 6.9%

問４-６-１-１.　製紙⼯場の緑化
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 23 +1 79.3%
2 未実施 29 6 -1 20.7%

・会員企業は、製紙⼯場の緑化、⼯場⾒学等による地域社会との交流、⽣物多様性の保全等についての環
境講演会の開催など⽣物多様性の保全に関連する社会的な貢献活動の実施に努める。

問４-５.　貴社は上記の事項を実施していますか？

株式会社エコペーパーＪＰ
⼯場⽴地法に基づく緑化を実施。

問４-６-１-２.　製紙⼯場の緑化の具体例

問４-６. 問４-５で、「ア. 実施している」と回答された場合は、その実施状況を具体的にお
⽰しください。

北上製紙株式会社
⼯場⽴地法で定められている緑地⾯積を確保している。

興亜⼯業株式会社
⼯場⽴地法を順守し、構内緑地の維持整備に努めている。

⼤王製紙株式会社

⼯場⽴地法に基づき緑地を確保し、その緑地を維持管理するとともに、⼯場周辺の環境美化活動も定
期的に実施している。
地域や⾃治体の環境整備活動に社員が積極的に参加し、⼯場周辺の緑地の維持や環境整備も進め
ている。

⼭陽板紙⼯業株式会社

⼯場内緑地を維持管理するとともに、⼯場周辺の環境美化に努めている。

愛媛製紙株式会社
⼯場⽴地法に基づく緑化を実施。

王⼦ホールディングス株式会社
⼯場⽴地法に基づく緑化は実施している。

加賀製紙株式会社
当社は⼯場⽴地法で甲種区域に指定されており、法律に準じて必要な緑地を設けている。

新 規
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丸住製紙株式会社
⼯場⽴地法に基づき、⼯場構内に適正な緑地を確保、配置している。

三菱製紙株式会社

⼯場⽴地法『⼯場⽴地に関する準則』、『関連条例』等を遵守し、周辺の⽣活環境との調和に配慮した
緑地整備を⾏っている。

＜主要⼯場における緑地⾯積率＞
　⼋⼾⼯場：⼋⼾市 関連条例で定められた100分の5以上を遵守
　　　　　　　　（⼯場⽴地法第４条の2 第2項の規定に基づく準則を定める条例）
　⾼砂⼯場：⾼砂市 関連法特例措置で定められた10％の規定を遵守
　　　　　　　　（企業⽴地促進法 特例措置の適⽤）

リンテック株式会社
⼯場内の緑化。

レンゴー株式会社
製品倉庫建屋の屋上や従業員の駐⾞場で緑地を増設し、設備新設時には新たな緑地を増設するよう
努めている。

福⼭製紙株式会社
緑地、樹⽊の管理を実施

北越紀州製紙株式会社
⼯場⽴地法に基づいて、⼯場の緑化を実施しています。

丸三製紙株式会社
・社員による花壇の整備
・社員によるグリーンカーテンの設置

⽴⼭製紙株式会社
構内に樹⽊を植えたり、緑地の⼿⼊れなど積極的に実施している。

特種東海製紙株式会社
⼯場⽴地法に基づき、計画的に植栽を実施。
・芝⽣緑地帯の造成
・シラカシ、イヌマキによる緑地帯の緑化

⽇本製紙株式会社
・全⼯場で植栽・植樹などの緑化活動を実施している。
・設備・施設⼯事が緑化区域に及ぶ場合には、場内に代替の緑化区域を設置する。

中越パルプ⼯業株式会社
⼯場⽴地法を遵守している。
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問４-６-２-１.　⼯場⾒学
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 26 +2 89.7%
2 未実施 29 3 -2 10.3%

王⼦ホールディングス株式会社
各⼯場において、⼯場⾒学を実施。また、環境モニター制度による地域交流

株式会社エコペーパーＪＰ
学校・役所・会社等、要望に応じ可能な限り対応。

愛媛製紙株式会社
地域住⺠との定期的な会合を実施。

⼤津板紙株式会社
古紙のリサイクルの興味のある⾏政、会社、団体及び近隣⼩学校の社会⾒学として⼯場⾒学を受け⼊
れている。

問４-６-２-２.　⼯場⾒学の具体例

⼤王製紙株式会社

近隣住⺠、⾃治会に対し、⼯場⾒学会、意⾒交換会を実施している。

⼤王製紙　三島/可児⼯場　　１〜2回/年
丸菱ペーパーテック　　2回/年
⼤宮製紙、ハリマペーパーテック　　1回/年
⼤王パッケージ　滋賀⼯場　　2回/年
エリエールプロダクトいわき⼯場　　1回/年

加賀製紙株式会社
古紙から紙を⽣産するリサイクル産業としての位置づけから、毎年近隣からの⾒学依頼が多く、都合がつ
けば積極的に受け⼊れている。

北上製紙株式会社
毎年、近隣の⾏政、⼩学校、環境保護団体などの⼯場⾒学を受け⼊れている。
2016年度実績 260名

興亜⼯業株式会社
近隣の⼩学校等から⼯場⾒学を受け⼊れている。

⼭陽板紙⼯業株式会社

要望があれば受け⼊れている。

⼤和板紙株式会社

誰でも参加できるように努めている。
地域の⼩学⽣の⾒学や中学⽣の職業体験なども⾏っている。

新 規

新 規
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丸三製紙株式会社
・地域住⺠・諸団体の受⼊
・⼩中学校の修学受⼊

⽴⼭製紙株式会社
⼯場⾒学の申し込みには、常時対応している。
また、⾒学時には、環境への取組み（CO2削減等）を話している。

中越パルプ⼯業株式会社
地域の⼩学校や⾃治会などの要請に応じ、⼯場⾒学を⾏っている。

⽇本製紙パピリア株式会社
各⼯場　1回/年以上のリスクコミュニケーション時に実施

福⼭製紙株式会社
⼯場⾒学依頼に対応し、古紙リサイクルの重要性を伝えている

北越紀州製紙株式会社
各⼯場で、学校や地域の⽅々を対象とした⾒学会を実施しています。

特種東海製紙株式会社
⼯場の近隣町内会を対象とした⼯場⾒学会の実施
（主に、新東海製紙(株)島⽥⼯場の紹介と環境への取り組み内容について）

株式会社巴川製紙所
地域住⺠とのコミュニケーションの⼀環として、⼩学⽣等の⼯場⾒学を実施している。

⽇本製紙株式会社

・2016年度は14,374⼈（うち6,884⼈は⼩・中学⽣、⾼校⽣など学校関係者）がグループ各社の⼯
場を⾒学
・全⼯場で地域住⺠および管轄⾏政を対象として、環境リスクコミュニケ―ションを実施し、環境情報およ
び環境活動の報告を⾏っている。

丸住製紙株式会社

・地⽅公共団体（市）と地域住⺠とのコミュニケーションを図る為、定期的に会合を持ち、当社に対する
意⾒、要望を吸い上げ、地域社会との良好な関係維持に努めている。
・地域の研究機関、⼤学、⾼校の授業の⼀環として⼯場⾒学を受⼊れ、安全等を考慮し、要望に応じ
た⼯場⾒学の受⼊れを実施。

三菱製紙株式会社
⾼砂万灯祭「施設の開放」　 ：⾼砂⼯場
⼯場内「桜並⽊の⼀般開放」：京都⼯場　　など

レンゴー株式会社
⼩学⽣から⼀般社会⼈、⾃治体、NGOなど幅広い⼈の⼯場⾒学を受け⼊れており、2016年度は全国
でに1,000名以上の⽅が⾒学をされた。その場では、古紙リサイクルによる環境負荷低減や⽣物多様性
の保全をアピールする活動を⾏っている。
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問４-６-３-１.　環境講演会の実施
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 12 -3 41.4%
2 未実施 29 17 +3 58.6%

環境講演会の開催はしていないものの、講師派遣などは実施している。
ただし、10⽉に⼀般の⽅を対象とした環境講演会を開催予定。

⼤津板紙株式会社
「わが社の省エネの取組」について、機会があれは事例発表しています。

問４-６-３-２.　環境講演会の実施の具体例

王⼦ホールディングス株式会社

レンゴー株式会社
2016年度は⼩学校などで14回の出前授業を実施し、600名以上の児童が受講、そこでは古紙や段
ボールのリサイクルなど⽣物多様性の保全につながる環境教育を⾏っている。

三菱製紙株式会社

環境セミナー開催実績
・2013年11⽉ ：森のめぐみと野⿃
・2015年3⽉ ：森のめぐみに⽣かされて〜酒造り･地域の営み
                  　　もっと⾝近な林業会社をめざして
・2015年11⽉ ：森のめぐみとクールジャパン
・2016年5⽉、11⽉ ：環境ミニセミナーを４回開催（福島県、東京都）

中越パルプ⼯業株式会社
保育園などへの出前環境教育活動
「⽵紙の取組み」などを、機会があれば事例発表している。

⽇本製紙株式会社
・毎年、CSR講演会として、主に環境関連の講演会を実施。
2016年は「⽊の未来と⽊の魅⼒を語る」と題して講演会を⾏った。

丸三製紙株式会社
・⼯場⾒学時に合わせて実施
・地域の復興再⽣事業”相双こども科学祭”に出展して実施

北越紀州製紙株式会社
お客様などを対象とした講演会を実施し、その中で⽣物多様性の話題を取り⼊れています。
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問４-６-４-１.　その他
№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 実施 29 5 +1 17.2%
2 未実施 29 24 -1 82.8%

⼤津板紙株式会社
当社の排⽔を流出している川の清掃を1年に1回している。

⽇本製紙パピリア株式会社

リンテック株式会社

・社内教育の実施
・外部機関への講習依頼

愛媛製紙株式会社
・⼯場排⽔を放流している河川の清掃（年1回）
・⼯場周囲道路の清掃（年2回）
・地⽅⾃治体が主催する地域清掃活動（年1回）

⽇本製紙株式会社

・環境社会コミュニケーション誌「紙季折々」を発⾏し、従業員、⾏政、教育機関および環境団体等に配
布している。
　　例：「SDGｓについて考える」（2016年４⽉）
・全⼯場で地域主催の緑化・植樹活動に参加している。

・2016年9⽉に開催された⿃学会で、社有林におけるシマフクロウ保全活動について（公財）⽇本野
⿃の会と共同でパネル発表を⾏った。

問４-６-４-２.　その他の具体例

各地域の環境保全活動に積極参加

新 規

新 規
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 参加している 29 14 ±0 48.3%
2 参加していない 29 15 ±0 51.7%

⽵紙の取組みで「⽣物多様性アクション⼤賞」に⼊賞するなど、⺠間の⽣物多様性保全の取り組みに参
加し、情報発信を⾏っている。

⽇本⾼⼭植物保護協会への加⼊
⽇本製紙株式会社

・⽇本経済団体連合会⾃然保護協議会が協賛する「⽣物多様性⺠間参画パートナーシップ」に参加。
・環境NPOオフィス町内会による「森の町内会」に参画。

丸三製紙株式会社
被災沿岸部への植栽に積極的に参加
　　（公財）⽡礫を活かす森の⻑城プロジェクト

三菱製紙株式会社
当社は「企業と⽣物多様性イニシアティブ」（JBIB）の活動に参加し、⽣物多様性の保全を⽬指して積
極的に⾏動する企業の集まりのなかで国際的な視点から共同研究を実施、その成果をもとに他の企業や
ステークホルダーとの対話を⾏うことで、真に⽣物多様性の保全に貢献する活動に取り組んでいる。

５．対外的な連携の強化

・会員企業は、⽇本製紙連合会が会員である⽇本経済団体連合会⾃然保護協議会が協賛する「⽣物多
様性⺠間参画パートナーシップ」に参加するなど⺠間の⽣物多様性保全の取り組みに積極的に協⼒するよう
努める。

問５-１.　貴社は⽣物多様性の保全に関する⺠間の取り組みに参加していますか？

問５-２.　問５-１で、「ア.　参加している」と回答された場合は、その参加事例を具体的にお⽰しくださ
い。

株式会社エコペーパーＪＰ
地域環境活性化協議会の活動に継続して参加。

王⼦ホールディングス株式会社
・猿払社有林におけるイトウの保護、フィールドツアーなどの環境教育
・アポイ岳⾼⼭植物の再⽣活動への参加及びフィールドの提供
・⾼知県四万⼗地区のヤイロチョウ保護活動への参加及びフィールドの提供

⽴⼭製紙株式会社
各種環境保護グループ等の⼯場⾒学を受け⼊れ、当社の取組みをアピールした。

中越パルプ⼯業株式会社

特種東海製紙株式会社
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リンテック株式会社
千葉県主催の「⽣物多様性ちば企業ネットワーク」に参加している。

レンゴー株式会社
「⽣物多様性⺠間参画パートナーシップ」および「⼀般社団法⼈　企業と⽣物多様性イニシアティブ 」に
参加している。
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 協⼒している 29 8 ±0 27.6%
2 協⼒していない 29 21 ±0 72.4%

三菱製紙株式会社

丸住製紙株式会社
ISO14001やFSC認証などを取得し維持継続。ユネスコ活動にも参画。

当社が推進する「⽊材原料調達における持続可能な森林資源の適切な使⽤」の取り組みは、WWFが
使命に掲げる「世界の⽣物多様性を守る」活動の趣旨に合致しており、主催されるセミナーや講演が⾏わ
れる際には積極的に参加している。

・会員企業は、世界の製紙団体の連合体であるICFPA(International Council of Forest and Paper
Associations) 、国連やFAO等の国際機関、国際環境NGOなどの⽣物多様性保全のための国際的な活
動に積極的に協⼒するよう努める。

問５-３.　貴社は⽣物多様性の保全に関する国際的な活動に協⼒していますか？

問５-４.　問５-３で、「ア.　協⼒している」と回答された場合は、その協⼒事例を具体的にお⽰しくださ
い。

王⼦ホールディングス株式会社
国際環境NGOの⽀援や協働して、⽣物多様性保全の概念が含まれる森林認証制度の認知度向上に
努めている。

中越パルプ⼯業株式会社
SATOYAMAイニシアティブ国際パートナーシップに参加している。
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⽣物多様性保全に関する⽇本製紙連合会⾏動指針（抜粋）

№ カテゴリー名 全体 件数 前回調査⽐ 割合
1 協⼒している 29 16 ±0 55.2%
2 協⼒していない 29 13 ±0 44.8%

問５-５.　貴社は⽣物多様性の保全に関する政府の⾏政施策に協⼒していますか？

問５-６.　問５-５で、「ア.　協⼒している」と回答された場合は、その協⼒事例を具体的にお⽰しくださ
い。

・会員企業は、環境省、林野庁、経済産業省等の⾏政機関が⾏う⽣物多様性保全のための⾏政施策に積
極的に協⼒するよう努める。

九州森林管理局、九州・沖縄8県の県庁、製紙会社、紙の流通会社などで構成される「国⺠が⽀える
森林づくり運動」推進協議会が展開している間伐紙シリーズとして、「⽊になる紙　コピー⽤紙」の⽣産・販
売を実施。

株式会社エコペーパーＪＰ
環境デーなごやへの継続的な協賛。

王⼦ホールディングス株式会社

当社の森林経営⽅針は、林野庁や環境省の⽣物多様性保全に関する施策と合致しており、計画的な
間伐、河畔林の保全等による⽣物多様性への配慮に努めている。
また、森林⽣態系⽣物多様性基礎調査（林野庁実施）や関係研究機関の調査におけるフィールドの
提供など施策に協⼒している。

⼤王製紙株式会社

本年5⽉施⾏の合法伐採⽊材利⽤法（通称：クリーンウッド法)への対応として、①合法伐採⽊材利
⽤を遵守するマニュアル作成に取り組んでいる。

中越パルプ⼯業株式会社
環境省が中⼼となって取り組んでいる⾥⼭イニシアティブ国際パートナーシップ（IPSI）へ参加している。
「とやま環境フェア」への出展を⾏い、情報発信を⾏っている。

特種東海製紙株式会社
・社有林内へのモニタリング地点の設置に対する協⼒（林野庁）
・国⽴公園内における⾼⼭植物保護対策に対する協⼒（環境省・県・市）

⽇本製紙株式会社

⼭陽板紙⼯業株式会社

⽣物多様性に関するアンケートへの協⼒。

新 規

新 規
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丸住製紙株式会社
⾏政からの⽣物多様性保全のための要請事項は速やかに協⼒。外来種の保全、消灯の推進、服装対
応による省エネなどを推進。

三菱製紙株式会社

・環境省⾃然環境局⾃然環境計画課⽣物多様性施策推進室
　「国連⽣物多様性の10年　⽇本委員会事務局」への活動協⼒

・環境省⽣物多様性⺠間参画パートナーシップ活動協⼒
　「⽣物多様性⺠間参画ガイドライン（第１版）」への事例提供

⽇本製紙パピリア株式会社
⽣物多様性に関する調査、アンケートの協⼒

北越紀州製紙株式会社
基本的に⾏政の⽣物多様性保全のための施策や⽅針に則った企業活動をしております。

丸三製紙株式会社

・⽣物多様性に関するアンケート要求には、積極的に回答し意⾒を述べている。

・平成30年全国植樹祭（被災沿岸部）⽤に社内にて苗⽊育成を実施している。
　　国⼟緑化推進機構（林野庁）と福島県との共催

新 規
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